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１ はじめに 

 

（本取組の必要性と国の動き） 

 我が国では、近代的河川改修が実施される以前は水害が日常化し、水害を「我がこと」と

して捉え、これに自ら対処しようとする意識が社会に根づいていた。その後、近代的河川改

修が進み、水害の発生頻度の減少にともない社会のその意識は薄れていった。 

 一方で、平成２７年９月関東・東北豪雨などの施設の流下能力を上回る洪水の発生や気候

変動による雨の降り方の変化が予想されていることなどから、「施設の能力には限界があり、

施設では防ぎきれない大洪水は必ずあるもの」への意識変革をし、行政、住民等社会全体で

洪水氾濫に備える必要がある。 

 このような背景から、国においては「水防災意識社会 再構築ビジョン」（以下、「再構築

ビジョン」という。）を策定し、直轄河川において各地域ごとに、河川管理者、都道府県、市

町村等からなる協議会等を設立して、減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一

体的・計画的に取り組んでいる。 

 

（福島県県中地方の現状と方針） 

 福島県においても、昭和３０～４０年代前半のに河川改修事業が本格化し、昭和３９年に

おける改修率は１３．１パーセント開始時に比べ、平成２８年には河川整備率が３８．２パ

ーセントと着実に河川整備を進めてきたが、平成２３年の台風１５号による豪雨や平成２７

年の関東・東北豪雨では、計画流量を上回る降雨があり、施設整備済み箇所においても洪水

被害に見舞われた。 

これらを踏まえ、福島県では各方部に県管理河川を対象に設置している水災害対策協議会

を活用し※「再構築ビジョン」に基づく取組を推進することとし、県中方部では平成２９年６

月５日の県中方部水災害対策協議会で決定したところである。本書は、「再構築ビジョン」

に基づき水防災に向けたハード・ソフト対策を各構成機関が連携し一体的に推進するため、

県中方部水災害対策協議会設置要綱第２条に基づき、本協議会が今後概ね５年間で実施する

取組を「県中方部の減災に係る取組方針」として取りまとめ、共有するものである。 

今後、本協議会の各構成機関は、取組方針に基づき連携して減災対策に取り組み、毎年出

水期前に本協議会を開催し、進捗状況を定期的に確認するなど、フォローアップを行うこと

とする。 

 

 ※福島県では、8建設事務所単位で 8方部の「水災害対策協議会」を平成 21年度に設立しているため、

既に組織されている協議会の枠組みを活用し、水防法第 15 条の 10 に基づく都道府県大規模氾濫減災

協議会として、県管理河川を対象とした「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく減災に係る取組

を推進している。 
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２ 県中方部の概要と主な課題 

 

（１）地形的特徴等 

①ア 流域 

県中方部は、東側は阿武隈高地に西側は奥羽山脈を擁し、中央部は一級河川阿武

隈川が南から北へ流下する比較的平坦な地形で構成されている。東側の阿武隈高地

の流域は、浜通り地方へ流下する請戸川、夏井川、鮫川の各二級河川の水系と一級

河川の阿武隈川へ流下する水系に分かれている。西側の奥羽山脈の流域は、会津地

方を経て日本海に流下する一級河川の阿賀野川水系と県北地方へ流下する阿武隈川

水系に分かれる。 

阿賀野川水系は、標高500m以上の源流部にあたり、急流河川であるが、猪苗代

湖に流入する区間で一部緩流となっている。 

二級水系は、山高地の急流部から平地部に流れ込み、太平洋へ向けて再び山地部

を通ってに流下している。 

 

②イ 洪水・氾濫 

 阿武隈川本川を中心とする平坦部は、流域が広く勾配も穏やかなことから梅雨や

台風に伴う長雨による水害が多く、一度破堤や溢水をすると広い範囲が浸水し被害

も大きくなる傾向にある。 

 阿武隈高地や奥羽山脈を中心とする山地間部は、流域が小さいが局地的な集中豪

雨により水位が急激に変化したり、土砂の流出を伴うことが多く、被害面積は小さ

いが宅地、耕地の流失や、家屋の破壊など、重大（深刻）な被害が生じることも多

い。 
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（２）過去の被害状況と河川改修の状況 

県中方部においては、洪水に対する浸水被害の解消を目的として昭和30～40年代

前半より本格的な河川改修事業が行わ進められてきており、ほ場整備や区画整理と

一体となった河川整備や水害の再発防止のための改良復旧事業による河川整備がも

進められてきた。 

しかし、近年において河川沿川周辺の市街化の進行に伴い市街地を中心とした浸

水被害が度々発生しており、特に昭和61年8月の台風10号による豪雨では、郡山市の

中心部を流れる逢瀬川や谷田川で堤防の決壊による浸水被害、須賀川市の市街地を

流れる釈迦堂川や滑川、また、三春町、田村市の市街地を流下する桜川、大滝根川

では溢水による浸水被害が発生し、その被害は浸水面積4.2km2、被災家屋棟数（床

上、床下、半壊、全壊の合計）1,264棟に及んだ。 

平成10年8月の豪雨では逢瀬川、釈迦堂川の他に郡山市の市街地を流れる南川や笹

原川においても浸水被害が発生し、また、桜川、大滝根川、牧野川、隈戸川におい

ても浸水被害が発生した。 

平成23年9月の台風15号による豪雨では、玉川村、矢吹町を流下する阿武隈川で堤

防の決壊による浸水被害が発生した。郡山市や須賀川市では、整備済の堤防の決壊

はなかったが、水位が計画高水位を上まわり、内水が排出されず堤防周辺の広い範

囲において浸水被害が発生した。 

このため、これらの地域において、家屋の浸水被害を解消すべく、河川改修事業

を現在も実施中である。 

（３）主な課題 

県中方部における水災害に対する主な課題は、以下のとおりである。 

ア 近年、各河川における計画規模以上の降雨が生じている。 

〇イ 近年、時間雨量50mmを超える雨が頻発するなど、雨の降り方が局地化・集中化・

激甚化している。 

ウ 阿武隈川は、流域が広いことから水位の高い時間が長くなり、内水による浸水が生

じやすい。 

〇エ 河川の流下能力が不足している箇所や堤防の漏水や侵食など越水以外にも水害リ

スクが高い箇所が存在している状況にある。 

〇オ 流域が広く、河川数が多い延長が長いため、河川改修に時間を要しており、浸水

被害の発生が懸念される。 

〇カ 各河川の上流部では、山地や高地にあり、流域が狭く断面が小さい。また、河床

勾配がも急である。、本川に比べて流路延長が短い河川が多いこのため、急激な水

位上昇やが起こりやすく、堤防・護岸等の施設被害の発生が懸念される。 

〇キ 一方、河川の改修が進んでいる箇所においては、洪水等による氾濫被害が減少す

る中で、沿川の人々の洪水等に対する危機意識を向上させる必要がある。 
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３ 現状の水災害に対する減災対策の現状と課題リスク情報や取組状況の共

有 

 

  県中方部における減災対策について、各構成員で現状を確認し課題を抽出した結果、 

概要としては、の現状と課題を活動等により分類し、とりまとめると以下のとおりであ

る。 

 

①⑴情報伝達、避難計画等に関する事項       ※○：現状、●：課題（以下同様） 

項 目 現状○と課題● 

１）ア 洪水時における河

川管理者からの情報提供

等の内容及び時点 

 

 

 

 

 

 

〇① 災害発生のおそれがある場合は、気象台長、県中建設事務

所長から関係市町村長に気象情報、河川情報及び土砂災害警

戒情報に係る情報伝達（ホットライン）を実施している。 

〇② 避難を必要とする区域を示す洪水浸水想定区域図は、主要

な河川の計画規模降雨による区域図となっており、それ以上

の降雨時の避難すべき区域が明らかになっていない。 

●❶ ホットラインについて、適切な時点で確実に実

施する必要がある。 
１-１ 

●❷ 計画規模を超える降雨による洪水浸水想定区域

を明らかにする必要がある。 
１-２ 

２）イ 避難勧告等の適

切な時点での発令 

 

〇① 長らく大規模水害が発生していないため、避難勧告等を発

令した経験が無い市町村が多い。(平成29年10月1日時点) 

●❶ 避難勧告等を適切な時点で発令するよう徹底す

る必要がある。 ２ 

３）ウ 避難場所・避難

経路 

〇① 長らく大規模水害が発生していないため、住民の防災意識

の低下薄れがみられる。(平成29年10月1日時点) 

●❶ 住民が安全、迅速に避難できるよう徹底する必

要がある。 
３-１ 

●❷ 新たなハザードマップの作成や更新、その活用

方法を住民に伝える必要がある ３-２ 
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①⑴情報伝達、避難計画等に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

４）エ 住民等への情報

伝達の体制や方法 

 

 

 

 

 

〇① 従来の防災行政無線と広報車等による屋外からの呼びかけ

は、屋内にいる人に伝わらないことが多いため、テレビ、ラ

ジオ等の放送や携帯電話への緊急通報など、多様な手段によ

る伝達手段の整備が進められている。 

〇② 水位周知や洪水警報を発表しているが、多くの住民等の防

災行動につながっていない。 

●❶ 全ての住民に河川水位や避難に関する情報等が

的確に伝わるよう伝達手段を整備する必要がある。ま

た、それが避難行動につながるよう周知徹底する必要

がある。 

４-１ 

●❷ 危険の切迫度等がわかりやすく、水防活動や避

難行動の判断につながる情報に工夫が必要である。 
４-２ 

５）オ 避難誘導体制 〇① 避難誘導は、警察、消防機関、自主防災組織、水防団員

（消防団員）と協力して実施している。 

●❶ 災害時の具体的な避難支援や避難誘導体制が確

立されていないため、特に要配慮者の迅速な避難を確

保する必要がある。 

５ 

 

②⑵水防に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

６）カ 河川水位等に係

る情報提供 

〇① 災害発生の恐れがある場合は、気象台長、県中建設事務

所長から関係市町村長に気象情報、河川情報及び土砂災害警

戒情報に係る情報伝達（ホットライン）を実施している。

【再掲】 

○② 河川水位、雨量情報等について、気象台及び県HPや報道

機関を通じて情報提供している。 

③ 気象台が洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布及び流

域雨量指数の予測値を提供している。 

●❶ ホットラインについて、適切な時点で確実に実

施する必要がある。【再掲】 
６-１ 

●❷ 気象台及び県が提供している河川水位等に係る

情報について、継続的に広報する必要がある。 
６-２ 
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 ❸ 気象台が洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分

布及び流域雨量指数の予測値について利用促進を図

る必要がある。 

６-３ 

 

②⑵水防に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

７）キ 河川の巡視区間 

 

 

 

 

〇① 出水期前に関係市町村、水防団(消防団)及び県で重要水防区

域の合同点検を実施している。 

〇② 出水時はもちろんのこと、定期的に河川巡視を実施してい

る。 

●❶ 優先的に水防活動を実施すべき箇所について特

定し関係市町村、水防団(消防団)、県が共有する

必要がる。 

７ 

８）ク 水防訓練、水防活

動の広報 

〇① 水防活動を担う水防団(消防団)について、水防活動に関する

専門的な知見の習得や情報を共有する機会が少ない。 

〇② 水防団員(消防団員)が減少・高齢化している。  

〇③ 大規模工場等において、自衛水防の取組が求められている。 

●❶ 水防団(消防団)に対し、水防活動に関する知見

の習得や情報を共有する機会の提供が必要である。 
８-１ 

●❷ 水防団員(消防団員)の確保・育成が必要であ

る。 
８-２ 

●❸ 大規模工場等の自衛水防の取組促進が必要であ

る。 
８-３ 

９）ケ 水防資機材の整

備、防災拠点施設の機能確

保 

〇① 関係機関の水防倉庫に水防資機材を備蓄している。 

○② 市町村庁舎が被災した場合、防災拠点施設の代替施設を指定

している。 

○③ 停電が発生した場合においても、非常用発電機により72時間

分の電力を確保している。 

●❶ 水防資機材の不足、劣化状況の確認、関係機関

の備蓄情報の共有が必要である。 
９-１ 

●❷ 防災拠点となる関係機関の庁舎について、大規

模水害時においても適切に機能を確保する必要があ

る。 

９-２ 
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③⑶氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

１０）コ 排水施設、排水

資機材の操作・運用 

〇① 出水期前に排水樋門の操作点検を実施している。 

○② 大規模水害により築堤区間が破堤した場合、想定される

排水量が多く、現状の施設では早期に社会機能を再開できない

恐れがある。 

●❶ 既存の排水施設や排水系統を考慮し、排水計画

を検討する必要がある。 
１０-１ 

 

④⑷河川管理施設の整備に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

１１）サ 堤防等河川管理

施設の現状の整備状況及

び今後の整備内容 

〇① 河川計画断面に満たない堤防や流下能力が不足する箇所

に対し、堤防整備、河道掘削などを推進している。 

○② 堤防の漏水や侵食等、越水以外にも洪水に対する危険が

高い箇所について整備を推進している。 

●❶ 河川計画断面に対して高さや幅が不足している

堤防や流下能力が不足している河道について、引

き続き整備する必要がある。 

１１-１ 

●❷ 堤防の漏水や侵食等、越水以外にも洪水に対す

る危険が高い箇所について引き続き整備する必要

がある。 

１１-２ 
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４ 減災のための目標 

 

我が国は梅雨や台風にともなう豪雨があにより、尊い人命や貴重な財産をが奪うわれ

るとともに、また社会経済活動に多大な影響を与える水害がたびたび発生していること

から、このような痛ましい被害を無くするという強い決意のもと、 

「人命を守る観点から、避難行動をとるべき者が適切な避難を実施し、逃げ遅れによ

る人的被害をなくすこと」 

「社会経済への影響をできるだけ小さくする観点から、重要施設を管理者と連携して

保全するなどにより、地域社会機能の継続性を確保すること」 

を目標に指し、県中方部における水災害に対する減災対策の現状と課題を踏まえ、各構

成機関が連携して平成２９年度から平成３３年度の５年間で達成すべき目標を以下のと

おりとする。 

 

【５年間で達成すべき目標】 

１ 住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。 

２ 地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。 

３ 水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。 

 

５ 概ね５年間で実施する取組 

●河川及び氾濫区域の特徴に応じた減災対策の推進へ。 

  １ 施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生することを

前提に、より実効性のある｢住民目線のソフト対策｣に取り組む。 

２ 過去の洪水被害の軽減を目標に、河川整備も着実に推進する。 

  ３ 上記の対応策の進捗について、毎年、フォローアップを行うほか、整備の進展や

氾濫区域内の土地利用の変化に応じて、取組内容も適宜見直しを行う。 

   氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」 

を再構築することを目的に、各構成員が取り組む主な内容は次のとおりである。 

 

【主な取組み内容】 

・１ 洪水時等に気象台や河川管理者等から提供される情報について各市町村が内容及

び提供されるタイミングを確認する。 

・２ 構成機関のホームページウェブサイトや広報誌等を用い、河川水位等の情報を住

民へ適切かつ確実に伝達する。 

・３ 県が作成する想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図を踏まえ、各市町村が

洪水ハザードマップの作成、周知や他市町村への情報共有を行う。 

・４ 住民や関係機関が連携した避難訓練、水防訓練の実施を検討・調整する。 
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（１）ハード対策の主な取組 

 各構成機関が実施するハード対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組機関につい

ては、以下のとおりである。 

 

* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

  

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

①⑴ 堤防等河川管理施設の整備（洪水氾濫を未然に防ぐ対策） 

 1)ア 河川整備の推進 

・(ｱ) 右支夏井川（小野町） 

・(ｲ) 逢瀬川（郡山市） 

・(ｳ) 桜川（郡山市） 

・(ｴ) 滑川（須賀川市） 

・(ｵ) 今出川・北須川（石川町） 

・(ｶ) 大滝根川（田村市） 

・(ｷ) 谷田川（郡山市） 

・(ｸ) 南川（郡山市） 

・(ｹ) 徳定川（郡山市） 

・(ｺ) 愛宕川（郡山市） 

・(ｻ) 笹平川（須賀川市）    等 

・(ｼ) 河川の堆砂除去・伐木・除草の推進 

・(ｽ) 洪水調節機能を有するダムの適切な施設管理 

１１-１ 

１１-２ 

引き続き実施 福島県 

郡山市 

須賀川市 

②⑵ 避難行動、水防活動に資する基盤等の整備 

 1)ア 水防資機材の充実 
９-１ 

引き続き実施 福島県 

市町村 

2)イ 円滑な避難活動や水防活動を支援するた

めのＣＣＴＶカメラ、簡易水位計（危機管理

型水位計）や量水標等の整備の推進 

６-２ 

平成29年度から

検討実施 

福島県 
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（２）ソフト対策の主な取組 

 各構成機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組機関につい

ては、以下のとおりである。 

 

１ 住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。 

○【円滑かつ迅速な避難のための取組】 

住民自らによる情報の収集、住民の避難行動に資するための情報発信等の不足が懸念

されるため、住民の適切な避難行動に資するための取組として、以下のとおり実施する。 

* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

 

 

 

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

①⑴ 情報伝達、避難計画等に関する事項 

 1)ア 洪水時等における河川管理者等からの

情報提供等の内容及びタイミングの確認 

・(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発令の

判断を支援するため、洪水時等に気象台や河川管

理者等から市町村に提供する気象情報、河川情報

及び土砂災害警戒情報の内容及び提供するタイミ

ングを確認する。 

・(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及び土

砂災害警戒情報を伝達するホットラインの構築状

況を確認する。 

１-１ 

６-１ 

平成29年度から 

順次実施 

気象台 

福島県 

市町村 

 2)イ 避難勧告等の発令対象区域、発令判断

基準等の確認 

・(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成 29

年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村が

定めた洪水時等における避難勧告等の発令対象

区域、発令判断基準等の確認を行う。 

・(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令判断基

準等を踏まえて、防災行動と河川管理者及び市

町村等その実施主体を時系列で整理する｢水害

対応タイムライン｣を作成するとともに、その運

用状況を確認する。 

・(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる基準

水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の見直しの

予定を共有し、その進捗状況について確認する。 

２ 

平成29年度から 

順次実施 

気象台 

福島県 

市町村 
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* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

 

 

 

 

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

①⑴ 情報伝達、避難計画等に関する事項 

 3)ウ 水害危険性（浸水想定及び河川水位等

の情報）の周知 

・(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川について検

討・調整するとともに、その進捗状況について確認

する。 

・(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイドラ

イン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国土保

全局河川環境課）を参考に、簡易な方法による水害

危険性の周知を行う河川及び当該河川における情

報提供の方法について検討・調整するとともに、そ

の進捗状況について確認する。 

・(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布及

び流域雨量指数の予測値の利活用推進を図る。 

４-１ 

４-２ 

６-２ 

６-３ 

平成29年度から 

順次実施 

気象台 

福島県 

市町村 

 4)エ 情報通信技術等を活用した住民等へ適

切かつ確実に情報伝達する体制や方法の改

善・充実 

・(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣や、

河川流域総合情報システム(福島県提供サイト)

等、国と県が有している河川水位やＣＣＴＶカメ

ラ等のリアルタイム情報の住民等への周知方法に

ついて検討・調整する。 

・(ｲ) 気象庁 HP 等を活用した情報提供と利活用に

ついて促進を図る。 

・(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対する洪

水情報や避難情報等の適切かつ確実な伝達体制・

方法について、検討・調整する。 

４-１ 

４-２ 

６-２ 

平成29年度から 

検討実施 

気象台 

福島県 

市町村 

 5)オ 隣接市町村等への広域避難体制の構築 

・(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図等の水

害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難経路を

検討し、当該市町村内の避難場所だけで避難者を

収容できない場合等は、隣接市町村等における避

難場所の設定や洪水時の連絡体制等について検

討・調整する。 

３-１ 

平成29年度から 

検討実施 

気象台 

福島県 

市町村 
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* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

  

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

①⑴ 情報伝達、避難計画等に関する事項 

 6)カ 要配慮者利用施設等における避難計画

等の作成・訓練に対する支援 

・(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域内にお

ける要配慮者利用施設の立地状況を確認するとと

もに、市町村地域防災計画に定められた要配慮者

利用施設の避難確保計画の作成状況、訓練の実施

状況を確認する。 

・(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施状況を

踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策につ

いて検討・調整する。また、施設職員だけで対応す

るのが難しい場合の地域の支援体制について検

討・調整する。 

５ 

平成29年度から 

順次実施 

気象台 

福島県 

市町村 

 7)キ 洪水警報の危険度分布等の提供及び気

象情報発信時の「警報級の可能性」や「危険

度を色分けした時系列」等の発表・改善 

・(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報発

信時の情報入手のし易さをサポートする。 

４-２ 

平成29年度から 

順次実施 

気象台 
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２ 地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。 

○【住民等への周知・教育・訓練に関する取組】 

大規模水害発生時において適切に避難行動ができるよう、水防災意識の再構築に向け

た平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組として、以下のとおり実施する。 

* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

 

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

①⑴ 平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項 

 1)ア 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域

図等の共有 

・(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る洪水浸水想

定区域図等の作成・公表の予定を共有する。また、洪水

浸水想定区域図が作成された場合は当該洪水浸水想定

区域図を共有する（なお、共有された洪水浸水想定区域

図については、土地利用や都市計画の検討等においても

広く活用されるよう各構成員において確認する。）。 

１-２ 

３-１ 

３-２ 

引き続き実施 気象台 

福島県 

市町村 

 2)イ 洪水ハザードマップの作成・改良と周知 

・(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図を踏ま

えた洪水ハザードマップの作成・公表の予定を共有す

る。また、洪水ハザードマップが作成された場合は、当

該洪水ハザードマップを共有する。 

・(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成 28 年 4

月、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画

室)等を参考に、洪水ハザードマップの住民への効果的

な周知方法や、先進事例を踏まえたわかりやすい洪水ハ

ザードマップへの改良について検討・調整する。 

３-１ 

３-２ 

平成29年度から 

順次実施 

福島県 

市町村 

 3)ウ まるごとまちごとハザードマップの促進 

・(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザードマップ｣

(生活空間における想定浸水深や避難場所等に係る看板

等の掲示)の取組状況を共有するとともに、｢まるごとま

ちごとハザードマップ実施の手引き｣(平成 29 年 6 月、

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室）

等を参考に、取組の推進について検討・調整する。 

３-１ 

３-２ 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 

 4)エ 住民、関係機関が連携した避難訓練等の充

実 

・(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や実施予定を

共有するとともに、住民等や多様な関係機関が連携した

避難訓練を検討・調整する。 

・(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向上のための

自主防災組織の充実を図る。 

３-１ 

３-２ 

５ 

平成29年度から 

検討実施 

気象台 

福島県 

市町村 
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* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

 

* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

  

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

①⑴ 平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項 

 5)オ 防災教育の促進 

・(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援など、小学

校等の先生による防災教育の実施を拡大する方策等に

関する取組について検討・調整する。 

・(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施する。 

・(ｳ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する説明会を実

施する。 

３-１ 

３-２ 

引き続き実施 気象台 

福島県 

市町村 

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

②⑵ 円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項 

 1)ア 危機管理型水位計、河川監視用カメラ

の整備 

・(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検討・

調整する。 

※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプロ

ジェクトにおいて開発を進めている、低コス

トで導入が容易なクラウド型・メンテナンス

フリー水位計。 

・(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に

応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・

調整する。 

４-１ 

４-２ 

６-２ 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 

 2)イ 河川防災ステーション等の整備 

・(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情報を

共有し、河川管理者が実施する災害復旧だけでなく

市町村等も水防活動を円滑に行える施設となるよ

う、設置位置及び規模等について検討・調整する。 

９ 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 

 3)ウ 避難場所、避難経路の整備 

・(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を共有

するとともに、避難場所、避難経路の整備にあたっ

ては、近隣工事等の発生土砂を有効活用するなど、

事業連携による効率的な整備となるよう検討・調整

する。 

３-１ 

３-２ 

平成29年度から 

検討実施 

市町村 
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３ 水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。 

○【的確な水防活動のための取組】 

水防団(消防団)等との情報共有の不足や、水防に関する各種広報への支援不足が懸念

されるため、水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組として、以下のとおり

実施する。 

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

①⑴ 水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項 

 1)ア 重要水防箇所の確認 

・(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前に重

要水防箇所の確認を行うとともに、現地にて関係者

による共同点検等の実施について検討・調整する。 

７ 

引き続き実施 福島県 

市町村 

 2)イ 水防資機材の整備等 

・(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置につい

て共有するとともに、水防資機材の整備や洪水時の

相互応援について検討・調整する。 

・(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、こ

れを活用した円滑な水防活動について検討・調整す

る。 

９-１ 

引き続き実施 福島県 

市町村 

 3)ウ 水防訓練の充実 

・(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を

実施する。 

・(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習会を

実施する。 

・(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参加し

た実践的な情報伝達訓練を実施する。 

・(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による実践

的な水防訓練について検討・調整する。 

８-１ 

引き続き実施 気象台 

福島県 

市町村 

 4)エ 水防に関する広報の充実 

・(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主防災組

織、企業等の参画等)に関する広報の取組状況や取

組予定等を共有し、先進事例を踏まえた広報の充実

について検討・調整する。 

８-２ 

平成29年度から 

検討実施 

気象台 

福島県 

市町村 

 5)オ 水防団間での連携、協力に関する検討 

・(ｱ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な

水防活動が実施できるよう、各水防団の分団等の配

置、管轄区域等を共有し、洪水時の水防団間の連携・

協力について検討・調整する。 

８-１ 

８-２ 

平成29年度から 

検討実施 

市町村 

* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 
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* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

  

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

②⑵ 市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項 

 1)ア 災害拠点病院等の施設管理者への情報

伝達の充実 

・(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病院等

の立地状況を確認し、施設管理者等に対する洪水時

の確実な情報伝達の方法について検討・調整する。 

４-１ 

４-２ 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 

 2)イ 洪水時の市町村庁舎等の機能確保のた

めの対策の充実 

・(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定される浸

水被害を確認し、適切に機能を確保するために必要

な対策(耐水化、非常用電源等の整備等)について検

討・調整する。 

９-２ 

平成29年度から 

検討実施 

市町村 

 3)ウ 大規模工場等の自衛水防に係る取組の

促進 

・(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場等の

立地状況を確認するとともに、市町村地域防災計画

に定められた大規模工場等の浸水防止計画の作成

状況、訓練の実施状況を確認する。 

・(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施状況を

踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策につい

て検討・調整する。 

８-３ 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 
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○【氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組】 

現状の排水施設、排水資機材の配置、運用方法等に関する情報共有の不足等が懸念さ

れるため、氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組として、以下のとおり実施する。 

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

③⑶ 氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項 

 1)ア 排水施設、排水資機材の運用方法の改

善及び排水施設の整備等 

・(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、排水

資機材の配置、運用方法等に係る情報を共有し、洪

水時の排水施設等の管理者間の連絡体制を構築す

るとともに、洪水時に円滑かつ迅速な排水を行うた

めの排水施設等の運用方法について検討・調整す

る。 

１０ 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 

 2)イ 浸水被害軽減地区の指定 

・(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸水被

害軽減地区の指定にあたり、地区指定の予定や指定

に係る課題等を共有し、連携して課題への対応を検

討・調整する。 

４-１ 

４-２ 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 

* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

○【その他】 

災害対応にあたる人材育成等の支援の不足等が懸念されるため、災害時及び災害復旧

に対する支援及び災害情報の共有体制の強化に関する取組として、以下のとおり実施す

る。 

主な取組項目 
課題の 

対応 

対策開始目標 

時期 
取組機関 

④⑷ その他 

 1)ア 災害時及び災害復旧に対する支援強化 

・(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団体等

の参画など、災害対応にあたる人材を育成するため

の方策や、地方公共団体間の相互支援体制の強化を

図るための方策について検討・調整する。 

- 

平成29年度から 

検討実施 

気象台 

福島県 

市町村 

 2)イ 災害情報の共有体制の強化 

・(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を強化

するため、共有すべき災害情報や当該情報の共有方

策等について検討・調整する。 

- 

平成29年度から 

検討実施 

福島県 

市町村 

* 各項目の“ 課題の対応欄 ”の数字は、前述の「４ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有」の内容と対応 

※県中方部の減災に係る取組方針に基づく主な｢取組内容｣及び｢スケジュール｣については、別記とする。 
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６ フォローアップ 

 

 ●⑴ 各構成機関の取り組む内容については、必要に応じて防災業務計画や地域防災計画

等に反映することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むこ

ととする。 

 

 ●⑵ 各構成機関が取り組む内容が達成できるよう本協議会構成員は、支援・協力を行う

こととする。なお、今後の技術開発の動向等を収集したうえで、随時、取組方針を見直

すこととする。 

 

 ●⑶ 本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応じて取組方

針を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図

るなど、継続的なフォローアップを行うこととする。 
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参考資料 本協議会の構成員 

 

  本協議会の構成機関及び構成員は、以下のとおりである。 

構成機関 構成員 

 郡  山  市 

 須 賀 川 市 

 田  村  市 

 鏡  石  町 

 天  栄  村 

 石  川  町 

 玉  川  村 

 平  田  村 

 浅  川  町 

 古  殿  町 

 三  春  町 

 小  野  町 

 郡山地方広域消防組合消防本部 

 須賀川地方広域消防本部 

 気象庁福島地方気象台 

福島県県中建設事務所 

福島県県中地方振興局県民環境部 

市   長 

市   長 

市   長 

町   長 

村   長 

町   長 

村   長 

村   長 

町   長 

町   長 

町   長 

町   長 

消 防 長 

消 防 長 

台   長 

所   長 

部   長 

 

  本協議会のアドバイザーは、以下のとおりである。 

アドバイザー 

 国土交通省東北地方整備局河川部 

 国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所 

 国土交通省東北地方整備局三春ダム管理所  

 



〇ソフト対策の主な取組（主な内容と実施する機関）　※H29～33年度(5年間)の取組

● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● - - ● - ● -
● ● ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● - - ● - - -
● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● - - ● - ● -

別紙①

● 活用-

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用について促進を図る。 引き続き実施 - - - - - - - - - - - - - - ● ●● 活用

- - - - - - -

ウ　水害危険性（浸水想定及び河
川水位等の情報）の周知

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を図る。
平成29年度から

順次実施 - - - - - - -

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川について検討・調整するとともに、その進捗状況について確認する。

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイドライン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国土保全局河川
環境課）を参考に、簡易な方法による水害危険性の周知を行う河川及び当該河川における情報提供の方法
について検討・調整するとともに、その進捗状況について確認する。

平成29年度から
順次実施

平成29年度から
順次実施

- - 〇〇

引き続き実施
(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施する。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する説明会を実施する。

関係機関

地
域
住
民

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

須
賀
川
地
方

広
域
消
防
本
部

郡
山
地
方

広
域
消
防
組
合

消
防
本
部

福
島
県

県
中
建
設
事
務
所

福
島
県

県
中
地
方
振
興
局

気
象
庁

福
島
地
方
気
象
台

玉
川
村

平
田
村

浅
川
町

古
殿
町

三
春
町

小
野
町

郡
山
市

須
賀
川
市

田
村
市

鏡
石
町

天
栄
村

-

石
川
町具体的取組

事項

具体的な取組の柱

イ　避難勧告等の発令対象区域、
発令判断基準等の確認

● ● ● ●ア　洪水時等における河川管理者
等からの情報提供等の内容及びタ
イミングの確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発令の判断を支援するため、洪水時等に気象台や河川管理者
等から市町村に提供する気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内容及び提供するタイミングを確認
する。

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの構築状況を確
認する。

平成29年度から
順次実施 ● ● ●

●

主な内容 目標時期

● ●

平成29年度から
順次実施

平成29年度から
順次実施

● -● ●

平成29年度から
順次実施 ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● -

-● ●

-

● - - ●

〇 〇 ○ △ 〇

● ● ●

●

△ △

● ● ●
(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村が定めた洪水
時等における避難勧告等の発令対象区域、発令判断基準等の確認を行う。

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令判断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理者及び市町村等
その実施主体を時系列で整理する｢水害対応タイムライン｣を作成するとともに、その運用状況を確認する。

● ● ● △
(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の見直しの予定を
共有し、その進捗状況について確認する。 △

● ● ● ● ●● ●

引き続き実施 -● - -

● 〇 活用〇 -

● ○ -

-

〇 〇 ○ ○ △ 〇 〇

● ●

- 〇

● 〇

〇

● - - ●

△ △ △

● ●

○ - -〇 △ 〇 △ △ 〇

- - -〇 〇 〇 〇 〇 〇

エ　情報通信技術等を活用した住
民等へ適切かつ確実に情報伝達す
る体制や方法の改善・充実

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣や、河川流域総合情報システム(福島県提供サイト)等、国と県
が有している河川水位やＣＣＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住民等への周知方法について検討・調整する。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対する洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な伝達体制・方法に
ついて、検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

平成29年度から
検討実施

●

- - 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

● ● ● ● 〇

●

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇

○
(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図等の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難経路を検討
し、当該市町村内の避難場所だけで避難者を収容できない場合等は、隣接市町村等における避難場所の設
定や洪水時の連絡体制等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

-

-

● ●

活用

活用〇

-

-

-

-

●

●

〇 ○ ○ 〇 〇

〇 〇 〇

●

-● -

〇 -

カ　要配慮者利用施設等における
避難計画等の作成・訓練に対する
支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域内における要配慮者利用施設の立地状況を確認するとともに、
市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設の避難確保計画の作成状況、訓練の実施状況を確
認する。

引き続き実施 ● ● ●

〇 〇 △ - - 〇○ 〇 〇 〇 〇 〇
オ　隣接市町村等への広域避難体
制の構築

- - -

- -

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検
討・調整する。また、施設職員だけで対応するのが難しい場合の地域の支援体制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 ● ● ● ● ●

● ● ● - - ●● ● ● ● ● ●

- ● - ●● ● ● ● ● ●

△ ● △ △ ●

- - - -

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

● 活用- - - - - -

キ　洪水警報の危険度分布等の提
供及び気象情報発信時の「警報級
の可能性」や「危険度を色分けした
時系列」等の発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報発信時の情報入手のし易さをサポートする。
平成29年度から

順次実施 - - -

〇

〇

○ 〇 〇 〇〇

⑴ 平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に係る洪水
浸水想定区域図等の共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を共有する。ま
た、洪水浸水想定区域図が作成された場合は当該洪水浸水想定区域図を共有する（なお、共有された洪水
浸水想定区域図については、土地利用や都市計画の検討等においても広く活用されるよう各構成員において
確認する。）。

引き続き実施 ● ● ● ● ● ● - - ● ○ ● 活用●

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハザードマップが作成された場合は、当該洪水ハザードマップを共有する。

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成28年4月、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企
画室)等を参考に、洪水ハザードマップの住民への効果的な周知方法や、先進事例を踏まえたわかりやすい
洪水ハザードマップへの改良について検討・調整する。

平成29年度から
順次実施

平成29年度から
検討実施

〇

〇

〇 -

〇 -

イ　洪水ハザードマップの作成・改良
と周知

● - -

〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 -

- - 活用〇 〇 - -

参加

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向上のための自主防災組織の充実を図る。

ウ　まるごとまちごとハザードマップの
促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザードマップ｣(生活空間における想定浸水深や避難場所等に係る看板
等の掲示)の取組状況を共有するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ実施の手引き｣(平成29年6月、国
土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室）等を参考に、取組の推進について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 △ ○

● ○ 〇 〇 〇

●

- 活用

エ　住民、関係機関が連携した避難
訓練等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や実施予定を共有するとともに、住民等や多様な関係機関が連
携した避難訓練を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 ● 〇 〇 ○

〇 -〇 〇

- - 〇 ● 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇〇

△ △ - -〇 〇 〇 〇

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援など、小学校等の先生による防災教育の実施を拡大する方策
等に関する取組について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇

〇 〇 〇 〇

○ 〇 〇 〇 〇

平成29年度から
検討実施 ● ●

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇〇 〇 〇 〇 〇 〇

-

参加〇 - - - ● -

- -〇 - - 〇 -

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河川監視
用カメラの整備

● 〇 〇 ○

〇 - ● 活用〇 〇 〇 〇 - -〇

● ● ● 参加-〇 -

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検討・調整する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで導入が容易なク
ラウド型・メンテナンスフリー水位計。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ○

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 - - -

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ○ - - 〇 - -

- -

〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇

-

ウ　避難場所、避難経路の整備
(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を共有するとともに、避難場所、避難経路の整備にあたっては、
近隣工事等の発生土砂を有効活用するなど、事業連携による効率的な整備となるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ○

- - - - - 〇- - - - - -イ　河川防災ステーション等の整備
(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情報を共有し、河川管理者が実施する災害復旧だけでなく市町村
等も水防活動を円滑に行える施設となるよう、設置位置及び規模等について検討・調整する。

- -

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑴　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認
(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地にて関係者による
共同点検等の実施について検討・調整する。

引き続き実施 ● ● ●

〇 〇 - - 〇 -〇 〇 〇 〇 〇 〇

- - -●

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置について共有するとともに、水防資機材の整備や洪水時の相互
応援について検討・調整する。

引き続き実施 ● ● ● ●

● ● - - ●● ● ● ● ● ●

- -

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、これを活用した円滑な水防活動について検討・調整する。
平成29年度から

検討実施 - - - - - -

● ● -

-

- ● -● ● ● ● ● ●

- - - - -- - - - - -

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施する。

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習会を実施する。

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による実践的な水防訓練について検討・調整する。

引き続き実施

引き続き実施

平成29年度から
検討実施 〇

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練を実施する。 引き続き実施

- 〇 - - 参加

エ　水防に関する広報の充実
(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参画等)に関する広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事例を踏まえた広報の充実について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 -○ 〇 ○ 〇 〇 〇

ウ　水防訓練の充実

〇 ● ● -

オ　水防団間での連携、協力に関
する検討

(ｱ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な水防活動が実施できるよう、各水防団の分団等の配置、管
轄区域等を共有し、洪水時の水防団間の連携・協力について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 ● ●

〇 〇 〇 〇 - -〇 ○ 〇 〇 〇 〇

- - -

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施設管理者
への情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対する洪水時の
確実な情報伝達の方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇

〇 〇 ● - - -● 〇 〇 〇 〇 〇

- - -○ -

イ　洪水時の市町村庁舎等の機能
確保のための対策の充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定される浸水被害を確認し、適切に機能を確保するために必要な対
策(耐水化、非常用電源等の整備等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ●

- 〇 - -○ 〇 〇 〇 〇 〇

- -

ウ　大規模工場等の自衛水防に係
る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場等の立地状況を確認するとともに、市町村地域防災計画に定
められた大規模工場等の浸水防止計画の作成状況、訓練の実施状況を確認する。

平成29年度から
検討実施 〇 ○ ○ ○ 〇

〇 〇 - - - ○〇 〇 〇 〇 〇 〇

-

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

〇 〇 〇 - -

〇 ○ ○ ○ 〇 〇 〇

- 活用〇 - - 〇

- - - -- -

- - - - -

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

〇 〇 - - -

〇

-

-

イ　浸水被害軽減地区の指定
(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸水被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の予定や指定に係
る課題等を共有し、連携して課題への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ○

- △○ △ 〇 〇 〇 〇
ア　排水施設、排水資機材の運用
方法の改善及び排水施設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を共有し、洪水時
の排水施設等の管理者間の連絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ迅速な排水を行うための排水
施設等の運用方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 △ -

〇

- -

⑷　その他

ア　災害時及び災害復旧に対する
支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団体等の参画など、災害対応にあたる人材を育成するための方
策や、地方公共団体間の相互支援体制の強化を図るための方策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 ● 〇 〇 ○

△ 〇 - - 〇 ○〇 〇 〇 〇 〇 -

〇〇

イ　災害情報の共有体制の強化
(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を強化するため、共有すべき災害情報や当該情報の共有方策
等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ○ 〇

凡例（〇：実施予定、●：実施中（実施済含む）、△予定なし、－：対象なし

-〇 - - 〇 ● -〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 - - 〇 ●〇 〇 〇 〇 〇

平成２９年度第２回県中方部

水災害対策協議会 資料２－２



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29～33年度(5年間)の取組目標 別紙②　（１／３）

-

・河川流域総合情報
システム(福島県提供
サイト)により、河川水
位、雨量情報等の発
信を継続実施する。
【継続実施】

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図等の水害リスク
情報を作成後、順次、
関係市町村へ提供す
る。
【H29年度～】

・要配慮者利用施設
の避難確保計画の作
成及び避難訓練の実
施について、関係市町
村への技術的支援を
行う。
【H28年度～継続実
施】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

-

郡山市

・大雨時等に気象台
や河川管理者等から
提供される情報につい
て、郡山市タイムライ
ン等の運用を通じ適
切なタイミングを確認
していく。
【H29年度～】

・県中建設事務所と構
築しているホットライン
体制について、運用し
ながら体制、時期、内
容等の確度を向上さ
せる。【H29年度～】

・「郡山市避難勧告等
の判断・伝達マニュア
ル（Ｈ27.2）」に基づ
き、発令判断基準等
の確認を行う。（適時）
【継続実施】

・県管理河川について
タイムラインの必要性
及び運用の可能性等
を検討する。
【H30年度～】
※中小河川の水害事
象に即した行動計画
の設定及び河川毎の
特性を十分に考慮す
る必要あり

・基準水位の見直しを
予定する河川（谷田
川、藤田川、笹原川）
について進捗状況等
の確認する。
【継続実施】

・新たに水位周知河
川等の指定を予定す
る河川について、進捗
状況を確認する。
【H29年度～】
谷田川、藤田川

・水害危険性の周知
を予定する県管理河
川について、進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・平成28年6月30日
に福島河川国道事務
所から公表された「阿
武隈川水系(上流)に
おける想定最大規模
の降雨による洪水浸
水想定区域等」に基
づき、現在、進めてい
るハザードマップの見
直し等を踏まえ検討し
ていく。

福島県
県中建設事務所

-

キ　洪水警報の危険度分
布等の提供及び気象情報
発信時の「警報級の可能
性」や「危険度を色分けし
た時系列」等の発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情
報発信時の情報入手のし易さをサポートす
る。

平成29年度から
順次実施

- - - -- - - - - - -

・福島県等関係機関と
連携して、避難確保計
画等作成や避難訓練
等のシナリオ策定、訓
練用の情報提供等に
必要な支援を行う。
【H28年度～継続実
施】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

- - -

-

- - - -

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内における要配慮者
利用施設の立地状況
を確認後、市町村地
域防災計画に記載
し、要配慮者利用施
設の避難確保計画作
成及び避難訓練実施
の促進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内における要配慮者
利用施設の立地状況
を確認後、平田村地
域防災計画に記載
し、要配慮者利用施
設の避難確保計画作
成及び避難訓練実施
の促進を図る。
【H29年度～】

洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内
における要配慮者利
用施設の立地状況を
確認後、市町村地域
防災計画に記載し、
要配慮者利用施設の
避難確保計画作成及
び避難訓練実施の促
進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内立地施設はない
が、要配慮者利用施
設の避難確保計画作
成及び避難訓練の実
施の促進を図る。(一
部の施設で計画策定
済み、避難訓練実施
済み)
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内における要配慮者
利用施設の立地状況
を確認後、町地域防
災計画に記載し、要
配慮者利用施設の避
難確保計画作成及び
避難訓練実施の促進
を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内における要配慮者
利用施設の立地状況
を今後調査確認し、市
地域防災計画に記載
する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状
況を踏まえ、それぞれ
の取組を促すための
支援策について検討・
調整する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組みを促すた
めの支援策について
検討・調整する。

-

・H29年7月から、警報
等の解説・見える化に
より、気象情報発信時
の情報入手のし易さを
改善する。
【H29年度～】

カ　要配慮者利用施設等
における避難計画等の作
成・訓練に対する支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区
域内における要配慮者利用施設の立地状
況を確認するとともに、市町村地域防災計
画に定められた要配慮者利用施設の避難
確保計画の作成状況、訓練の実施状況を
確認する。

引き続き実施

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内における要配慮者
利用施設の立地状況
を再確認後、市地域
防災計画に記載し、
要配慮者利用施設の
避難確保計画作成及
び避難訓練実施の促
進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内における要配慮者
利用施設の立地状況
を今後調査確認し、市
地域防災計画に記載
する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
における要配慮者利
用施設の立地状況を
確認後、市町村地域
防災計画に記載し、
要配慮者利用施設の
避難確保計画作成及
び避難訓練実施の促
進を図る。
【H29年度～】

・主に土砂災害区域
内に所在する要配慮
者利用施設を確認し、
地域防災計画に記載
し、要配慮者利用施
設の避難確保計画の
作成及び避難訓練実
施の促進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
や土砂災害警戒区域
内における要配慮者
利用施設の立地状況
を確認後、市町村地
域防災計画に記載
し、要配慮者利用施
設の避難確保計画作
成及び避難訓練実施
の促進を図る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を把握し、それぞ
れの取組を支援する
ための方法について、
検討を進める。
【H29年度～】

・避難確保計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞ
れの取組を促すため
の支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

市内における対象施
設の把握のほか、福
祉・教育等の庁内関
係部局との連携・推進
体制の構築に向け検
討を進めている。
【H29年度～】

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実
施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すた
めの支援策について検討・調整する。また、
施設職員だけで対応するのが難しい場合の
地域の支援体制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

市内における対象施
設の把握のほか、福
祉・教育等の庁内関
係部局との連携・推進
体制の構築に向け検
討を進めている。（再
掲）
【H29年度～】

今後、必要に応じて検
討を進める。

- -

・相談があれば関係市
町村間との調整を行
う。
【H29年度～】

・作成に必要な情報の
提供及び支援を実施
する。
【H28年度～】

・町内の避難場所によ
る避難者の収容の可
否を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市
町村等における避難
場所の設定や洪水時
の連絡体制等につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・市町村内の避難場
所による避難者の収
容の可否を再確認し、
収容困難な場合は、
隣接市町村等におけ
る避難場所の設定や
洪水時の連絡体制等
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・村内の避難場所によ
る避難者の収容の可
否を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市
町村等における避難
場所の設定や洪水時
の連絡体制等につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

町内の避難場所によ
る避難者の収容の可
否を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市
町村等における避難
場所の設定や洪水時
の連絡体制・避難経
路等について検討・調
整する。
【H29年度～】

・町内の避難所の収
容の可否を再確認し、
収用困難な場合は、
隣接市町村等におけ
る避難場所の設定や
災害時の連絡体制に
ついて検討・調整す
る。
【Ｈ29年度～】

・町内の避難場所によ
る避難者の収容の可
否を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市
町村等における避難
場所の設定や洪水時
の連絡体制等につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・H29年７月に大雨特
別警報の改善を行い、
引き続き情報の発信・
改善を実施する。
【継続実施】

オ　隣接市町村等への広
域避難体制の構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域
図等の水害リスク情報を踏まえて避難場所
及び避難経路を検討し、当該市町村内の
避難場所だけで避難者を収容できない場
合等は、隣接市町村等における避難場所
の設定や洪水時の連絡体制等について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市内の避難所による
避難者の収容の可否
を再確認し、収容困難
な場合は、隣接市町
村等における避難場
所の設定や洪水時の
連絡体制等について
検討・調整する。
【H29年度～】

・市内の避難所による
避難者の収容の可否
を再確認し、収容困難
な場合は、隣接市町
村等における避難場
所の設定や洪水時の
連絡体制等について
検討・調整する。
【H29年度～】

・町内の避難場所によ
る避難者の収容の可
否を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市
町村等における避難
場所の設定や洪水時
の連絡体制等につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・村内の災害別による
避難場所による避難
者の収容の可否を再
確認し、収容困難な
場合は、隣接市町村
等における避難場所
の設定や洪水時の連
絡体制等について検
討・調整を行う。
【H29年度～】

防災行政無線や緊急
速報メールの活用によ
り、住民への周知を図
る。【継続実施】

防災行政無線やエリ
アメ－ルの活用によ
り、迅速に町民への周
知を図る。

- -

・振興局HP「県中地方
防災サイト」で周知を
図る。
【継続実施】

・防災行政無線や緊
急速報メールなどの活
用により住民に周知を
図る。その他の周知方
法についても検討を始
める。
【H29年度～】

・防災行政無線の活
用により、住民への周
知を図る。
【H29年度～】

・防災行政無線の活
用により、住民への周
知を図る。
【H29年度～】

・防災行政無線や戸
別受信機の活用によ
り、住民への周知を図
る。
【H29年度～】

防災行政無線の活用
により、住民への周知
を図る。エリアメール、
登録制メールについて
は検討する。

・防災行政無線やエリ
アメ－ルの活用によ
り、迅速に町民への周
知を図る。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対
する洪水情報や避難情報等の適切かつ確
実な伝達体制・方法について、検討・調整
する。

平成29年度から
検討実施

エ　情報通信技術等を活
用した住民等へ適切かつ
確実に情報伝達する体制
や方法の改善・充実

- -

・振興局HP「県中地方
防災サイト」で周知を
図る。
【継続実施】

-

・玉川村ホームページ
に｢川の防災情報(国
土交通省提供サイト)｣
や、河川流域総合情
報システム(福島県提
供サイト)等のバナー添
付や玉川村広報誌へ
掲載し周知を図る。
【H29年度～】

・平田村のホームペー
ジに｢川の防災情報
(国土交通省提供サイ
ト)｣や、河川流域総合
情報システム(福島県
提供サイト)等のバナー
添付や平田村広報誌
へ掲載し周知を図る。
【H29年度～】

河川水位やカメラ等の
リアルタイム情報の住
民等への周知方法に
ついて検討する。

・河川流域総合情報
システム(福島県提供
サイト)等の活用方法
について周知する。
【Ｈ29年度～】

・町防災ウェブサイトに
｢川の防災情報(国土
交通省提供サイト)｣
や、河川流域総合情
報システム(福島県提
供サイト)等のバナー添
付や広報誌へ掲載し
周知を図る。
【H29年度～】

・小野町のホームペー
ジに｢川の防災情報｣
や、河川流域総合情
報システム」等のバ
ナー添付し周知を図
る。
【H29年度～】

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイ
ト)｣や、河川流域総合情報システム(福島県
提供サイト)等、国と県が有している河川水
位やＣＣＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住
民等への周知方法について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・須賀川市広報誌へ
アドレスを掲載し、情
報の周知を図る。
【継続実施】
・須賀川市HPに「川の
防災情報」や「河川流
域総合情報システム」
をリンクし周知を図る。
【H29年度～】

広報誌やお知らせ版、
ホームページなどでア
ドレスや情報を周知す
る。

・鏡石町のホームペー
ジや広報誌を活用し
情報の周知を図る。
【H29年度～】

・天栄村の公式ウェブ
サイトに｢川の防災情
報｣や、河川流域総合
情報システム」等のバ
ナー添付し周知を図
る。
【H29年度～】

・石川町ホームページ
に｢川の防災情報(国
土交通省提供サイト)｣
や、河川流域総合情
報システム(福島県提
供サイト)等のバナー添
付や石川町広報誌へ
掲載し周知を図る。
【H29年度～】

河川流域総合情報シ
ステム（福島県提供サ
イト）のスマートフォン
用サイトにより、河川水
位やCCTVカメラ等のリ
アルタイム情報の発信
を継続実施する。
【継続実施】

・緊急速報メールや防
災行政無線、SNS等
のさまざまな手段で、
住民への周知を図る。
【継続実施】

・緊急速報メールや防
災行政無線、SNS等
のさまざまな手段で、
住民への周知を図る。
【継続実施】

・防災行政無線や緊
急速報メールなどの活
用により、住民への周
知を図る。
【H29年度～】

・郡山市防災ウェブサ
イトにて災害情報の周
知を進めている。
（河川水位や川のライ
ブ画像が見れるサイト
（国、県等)をリンクして
いる。）
【継続実施】

・国の全国瞬時警報
システム「Ｊアラート」と
防災行政無線の連携
や、緊急速報メール及
び防災メールマガジ
ン、ＳＮＳ、コミュニティ
ＦＭなどを活用した災
害に強い情報連携シ
ステム等、多様な手
段を用いて、気象情
報、国民保護情報、
避難情報など、安全・
安心に関する情報の
配信を行っている。
【継続実施】

-

- -

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、検討・調
整を行う。
【Ｈ30年度～】

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

- - - - - - - - -

・洪水警報・大雨（浸
水）警報の危険度分
布及び流域雨量指数
の予測値の利活用推
進を図る。
【H29年度～】

・建設事務所から情報
を収集する
【H29年度～】

-

・新たに水位周知河
川等の指定を行う可
能性のある河川につい
て、関係機関と検討・
調整を図り、その進捗
状況を確認する。
【Ｈ29年度～】

- -

簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

- -

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

必要に応じて検討を
進める予定。

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・水害の危険性の周
知を行う河川の情報
提供する方法につい
て検討を進める。
【H29年度～】

・新たに水位周知河
川等の指定を行う可
能性のある河川につい
て、関係機関と検討・
調整を図り、その進捗
状況を確認する。
【Ｈ29年度～】

・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

- ・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

水位周知河川等の指
定を行う河川について
検討・調整を行う。

・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係市町
村と検討・調整を行
う。
【H29年度～】

・簡易な方法による水
害危険性を周知する
河川及び当該河川に
おける情報提供の方
法について、関係市町
村と検討・調整を行
う。
【H29年度～】

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安と
なる基準水位（氾濫危険水位、避難判断
水位）の見直しの予定を共有し、その進捗
状況について確認する。

引き続き実施

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて確認する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて確認する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて確認する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の設定に向け、関係
機関と調整を始める。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて確認する。
【H29年度～】

イ　避難勧告等の発令対
象区域、発令判断基準等
の確認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平
成29年1月、内閣府(防災担当))を参考
に、市町村が定めた洪水時等における避難
勧告等の発令対象区域、発令判断基準等
の確認を行う。

平成29年度から
順次実施

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等を確認する。
【H29年度～】

・｢水害対応タイムライ
ン｣を作成に向け検討
をはじめる。作成後
は、運用状況を確認
し、必要な場合は、随
時修正を行っていく。
【H29年度～】

・｢水害対応タイムライ
ン｣を作成に向け検討
し、作成後、運用状況
を確認し、必要な場合
は、フォローアップを行
う。
【H29年度～】

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発
令判断基準等を踏まえて、防災行動と河川
管理者及び市町村等その実施主体を時系
列で整理する｢水害対応タイムライン｣を作
成するとともに、その運用状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・「水害対応タイムライ
ン」を作成する。
【H29年度～】

必要に応じて検討を
進める予定。

・｢水害対応タイムライ
ン｣を作成に向け検討
を行う。
【H29年度～】

・建設事務所から情報
を収集する
【H29年度～】

-

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて確認する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて確認する。
【H29年度～】

今後、基準水位設定
が必要な場合は、検
討する。

・今後、基準水位設定
が必要な場合は、検
討する。

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて情報共有を図る。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しの進捗状況
及び今後の予定につ
いて情報共有を図る。
【H29年度～】

・市町村の｢水害対応
タイムライン｣の作成に
向けた支援を行う。
【H29年度～】

今後、必要に応じて検
討を進める。

｢水害対応タイムライ
ン｣を作成に向け検討
する。
【H29年度～】

- -

・市町村の｢水害対応
タイムライン｣の作成に
向けた支援を行う。
【H29年度～】

- -

・｢水害対応タイムライ
ン｣を作成に向け検討
し、作成後、運用状況
を確認し、必要な場合
は、フォローアップを行
う。
【H29年度～】

・｢水害対応タイムライ
ン｣を作成に向け検討
し、作成後、運用状況
を確認し、必要な場合
は、フォローアップを行
う。
【H29年度～】

｢水害対応タイムライ
ン｣を作成に向け検討
する。
【H29年度～】

△

・市町村の｢水害対応
タイムライン｣の作成に
向けた支援を行う。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険
水位、避難判断水位）
の見直しを継続実施
し、進捗状況及び今
後の予定について情
報共有を図る。
【H27年度～継続実
施】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

・直接市町村長等に
河川情報及び土砂災
害警戒情報を伝達さ
れるホットラインの構
築状況を確認し、運用
を開始する。
【H29年度～】

- -

・県災害対策課による
ホットラインの確認。
【H29年度～】

・直接市町村長等に
気象情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、連絡体制
を確立する。
【H23年6月～継続実
施】

・直接町長等に河川
情報及び土砂災害警
戒情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、運用を開
始する。気象情報につ
いては、継続実施す
る。
【H29年度～】

・直接村長等に河川
情報及び土砂災害警
戒情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、運用を開
始する。気象情報につ
いては、継続実施す
る。
【H29年度～】

・直接村長等に河川
情報及び土砂災害警
戒情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、運用を開
始する。気象情報につ
いては、継続実施す
る。
【H29年度～】

直接市町村長等に河
川情報及び土砂災害
警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、運用を開
始する。気象情報につ
いては、継続実施す
る。
【H29年度～】

・直接、町長等に河川
情報及び土砂災害警
戒情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、運用を開
始する。
【Ｈ29年度～】

・直接市町村長等に
河川情報及び土砂災
害警戒情報を伝達さ
れるホットラインの構
築状況を確認し、運用
を開始する。
【H29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

- -

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

・避難判断及び配備
基準への気象情報の
利活用に関する助言
等支援を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域や発令判断基準
を作成し、作成後は基
準等の確認を行う。
【Ｈ29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

・直接市町村長等に
河川情報及び土砂災
害警戒情報を伝達す
るホットラインの構築
状況を確認し、運用を
開始する。
【H29年度～】

・洪水時等における避
難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準
等の確認を行う。
【H29年度～】

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情報を伝達するホット
ラインの構築状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・直接市長等に河川
情報及び土砂災害警
戒情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、運用を開
始する。気象情報につ
いては、継続実施す
る。
【H29年度～】

・直接市町村長等に
河川情報及び土砂災
害警戒情報を伝達す
るホットラインの構築
状況を確認し、運用を
開始する。気象情報
については、継続実施
する。
【H29年度～】

・直接市町村長等に
河川情報を伝達する
ホットラインの構築状
況を確認し、運用を開
始する。気象情報につ
いては、継続実施す
る。
【H29年度～】

・河川情報及び土砂
災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築
状況を確認し、運用を
開始する。気象情報
については、継続実施
する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者から提
供される気象情報、河
川情報及び土砂災害
警戒情報の内容及び
提供されるタイミング
について確認する。
【Ｈ29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報及び土砂災
害警戒情報の内容及
び提供されるタイミン
グについて確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報及び土砂災
害警戒情報の内容及
び提供されるタイミン
グについて確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報及び土砂災
害警戒情報の内容及
び提供されるタイミン
グを確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報及び土砂災
害警戒情報の内容及
び提供されるタイミン
グについて確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報及び土砂災
害警戒情報の内容及
び提供されるタイミン
グについて確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報及び土砂災
害警戒情報の内容及
び提供されるタイミン
グについて確認する。
【H29年度～】

洪水時等に気象台や
河川管理者等から提
供される気象情報、河
川情報及び土砂災害
警戒情報の内容及び
提供されるタイミング
について確認する。
【H29年度～】

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村

・県災害対策課、建設
事務所、気象庁ＨＰ等
から情報収集する。
【継続実施】

・避難勧告の発令判
断の目安となる氾濫危
険情報の発表等を建
設事務所と気象台で
共同で実施している。
【継続実施】
・「警報級の可能性」
「危険度を色分けした
時系列」の提供の実施
する。
【継続実施】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報及び土砂災
害警戒情報の内容及
び提供されるタイミン
グについて確認する。
【H29年度～】

- -

・市町村に提供する河
川情報及び土砂災害
警戒情報の内容及び
提供するタイミングに
ついて確認する。
【H29年度～】

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

須賀川市

ア　洪水時等における河
川管理者等からの情報提
供等の内容及びタイミング
の確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告
等発令の判断を支援するため、洪水時等に
気象台や河川管理者等から市町村に提供
する気象情報、河川情報及び土砂災害警
戒情報の内容及び提供するタイミングを確
認する。

平成29年度から
順次実施

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報、土砂災害
警戒情報の内容、提
供されるタイミングにつ
いて確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台
や河川管理者等から
提供される気象情報、
河川情報、土砂災害
警戒情報の内容、提
供されるタイミングにつ
いて確認する。
【H29年度～】

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台具体的取組

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

田村市

- -

ウ　水害危険性（浸水想
定及び河川水位等の情
報）の周知

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利
活用について促進を図る。

引き続き実施 - - - - -

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度
分布及び流域雨量指数の予測値の利活用
推進を図る。

平成29年度から
順次実施

- - - - -

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川に
ついて検討・調整するとともに、その進捗状
況について確認する。

平成29年度から
順次実施

・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・新たに水位周知河
川等の指定を行う河
川について、関係機関
と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガ
イドライン｣(平成29年3月、国土交通省水
管理・国土保全局河川環境課）を参考に、
簡易な方法による水害危険性の周知を行う
河川及び当該河川における情報提供の方
法について検討・調整するとともに、その進
捗状況について確認する。

平成29年度から
順次実施

・振興局HP「県中地方
防災サイト」で周知を
図る。
【継続実施】

・H29.7月までに洪水
警報・大雨（浸水）警
報の危険度分布、警
報の可能性及び危険
度を色分けした時系列
を発表し、これらの利
活用を図る。
【H29年度～】

- - - - - - - -

・気象台と連携して利
活用の促進を図る。
【H29年度～】

平成２９年度第２回県中方部

水災害対策協議会 資料２－２



平成２９年度第２回県中方部

水災害対策協議会 資料２－２

〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29～33年度(5年間)の取組目標 別紙②　（２／３）

・県中地方防災訓練
において、防災に係る
啓発を行う。
【H27年度～継続実
施】
・県災害対策課で実
施している「防災講
座」や「防災フェア」の
実施状況を確認す
る。
【継続実施】

・気象庁ワークショップ
等を通じた防災教育を
支援する。【継続実
施】
・日本赤十字社と連携
した学校防災教育へ
の取り組みを実施す
る。
【継続実施】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組の実施につい
て検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組の実施につい
て検討する。
【H29年度～】

教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業
での水防災教育の取
組の実施について検
討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組みの実施につ
いて検討する。
【Ｈ29年度～】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組の実施につい
て検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組の実施につい
て検討する。
【H29年度～】

- -

・平成21年度から行っ
ている「豪雨から子ど
もの命を守る出前講
座事業」を継続実施
する。
【継続実施】

・建設事務所から情報
を収集する
【H29年度～】

-

- - - -

-

危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・水位計未設置河川
をはじめとした危機管
理型水位計（簡易水
位計）の新規設置計
画について、検討・調
整を図る。

・水位計の無い県管
理河川について、危機
管理型水位計の設置
について調整を図る。
【H29年度～】

・市内の主要河川へ
の監視用カメラの配置
について、関係機関
（国、県等）と調整す
る。
【H30年度～】

-

・避難場所、避難経路
に係る情報共有を図
り、整備にあたっては
事業連携を調整す
る。
【H30年度～】

-

・河川防災ステーショ
ン等の整備に係る情
報を共有する。
【H29年度～】

福島県
県中建設事務所

・県管理河川のうち、
水位周知河川等につ
いて、想定最大規模
降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成
を継続実施するととも
に、公表予定を共有
し、洪水浸水想定区
域図を作成後、当該
区域図を共有する。
【H28年度～継続実
施】

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図の作成後、洪
水ハザードマップの作
成に必要な情報を関
係市町村へ提供し、
公表予定を共有す
る。また、洪水ハザー
ドマップが作成された
場合は、当該洪水ハ
ザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

国土交通省と連携し、
洪水ハザードマップの
住民への効果的な周
知方法や、先進事例
を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップ
への改良について、関
係市町村と情報共有
を図る。
【H29年度～】

・小学校等の先生が
直接防災教育を実施
するための取組み、支
援等を検討する。
【H30年度～】

・県管理河川のうち、
水位周知河川である
逢瀬川について、想定
最大洪水浸水想定区
域図等の公表の予定
を共有する。
【継続実施】

・想定最大洪水浸水
想定区域図を踏まえ
た水害ハザードマップ
を作成・公表する。
【H30年度～】

・水害ハザードマップの
改訂にあたり、住民へ
の効果的な周知方法
や、先進事例を踏まえ
たわかりやすいマップ
の改良について検討・
調整する。
【H30年度～】

・まるごとまちごとハ
ザードマップの他市の
取組状況や成功事例
等を調査し、本市内で
の適合区域や有益性
等について調査する。
【H30年度～】

・毎年８月に防災関係
機関をはじめ住民等
の参加のもと市総合防
災訓練を実施
【継続実施】

・自主防災組織（市内
42団体）への活動支
援（補助金・資機材の
貸し出し等）や出前講
座、市民防災リーダー
講習会等を実施し、地
域防災力の向上を図
る。
【継続実施】

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組
・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図の公表に合わ
せて、洪水警報等の
見直しを随時図る。
【H28年度～継続実
施】

・県管理河川のうち、
水位周知河川等につ
いて、想定最大規模
降雨による洪水浸水
想定区域図等の作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成
された場合は当該区
域図を共有する。
【H28年度～継続実
施】

-

・｢まるごとまちごとハ
ザードマップ｣(生活空
間における想定浸水
深や避難場所等に係
る看板等の掲示)の取
組状況を共有する。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
する。
【H29年度～】

- -

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
な検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

-

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

-- - - - - -
イ　河川防災ステーション
等の整備

(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る
情報を共有し、河川管理者が実施する災
害復旧だけでなく市町村等も水防活動を円
滑に行える施設となるよう、設置位置及び
規模等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- - - -

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、検
討・調整を図る。

ウ　避難場所、避難経路
の整備

(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情
報を共有するとともに、避難場所、避難経
路の整備にあたっては、近隣工事等の発生
土砂を有効活用するなど、事業連携による
効率的な整備となるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・避難所、避難経路の
整備に係る情報を共
有するとともに、効率
的な整備となるよう検
討・調整する。
【H29年度～】

・避難所、避難経路の
整備に係る情報を共
有するとともに、効率
的な整備となるよう検
討・調整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有と効率的な整備
となるよう検討・調整
する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路
の整備に係る情報を
共有するとともに、効
率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、
河川監視用カメラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を
検討・調整する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省
のプロジェクトにおいて開発を進めている、低
コストで導入が容易なクラウド型・メンテナン
スフリー水位計。

平成29年度から
検討実施

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

-

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目
的に応じた性能最適化・集約化等を含む)
を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の増設
について、関係機関と
検討・調整を図る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

-- - -

・水位計未設置河川
をはじめとした危機管
理型水位計（簡易水
位計）の新規設置計
画について、関係市町
村と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係市町村と検討・調整
を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの
配置計画について、関
係機関と検討・調整を
図る。
【H29年度～】

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への
支援など、小学校等の先生による防災教育
の実施を拡大する方策等に関する取組につ
いて検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災教育について情
報収集し、実施拡大
する方策等に関する
取組について検討・調
整する。
【H29年度～】

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組について検
討・調整する。
【H29年度～】

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組について検
討・調整する。
【H29年度～】

・小学生を対象とした
防災教育の実施拡大
について検討・調整を
を行う。
【H29年度～】

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組について検
討・調整する。
【H29年度～】

-

- - -

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規
設置について、関係機
関と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

-

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実
施する。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関す
る説明会を実施する。

引き続き実施

・自主防災組織（市内
42団体）への活動支
援（補助金・資機材の
貸し出し等）や出前講
座、市民防災リーダー
講習会等を実施し、地
域防災力の向上を図
る。（再掲）
・市総合防災訓練を
小学校で実施し、小
学生の訓練参加により
防災意識の向上を図
る。
【継続実施】

・教育委員会と連携
し、水防災教育の取
組の実施について検
討する。
出前講座の活用につ
いても検討。
【H29年度～】

・教育委員会と連携
し、水防災教育の取
組の実施について検
討する。
出前講座の活用につ
いても検討。
【H29年度～】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組の実施につい
て検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組の実施につい
て検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携
し、小学校総合学習
授業での水防災教育
の取組の実施につい
て検討する。
【H29年度～】

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組について検
討・調整する。
【H29年度～】

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組について検
討・調整する。
【H29年度～】

防災教育について情
報収集し、各学校の
先生と防災教育の実
施を図るための方策
等に関する取組につ
いて検討する。

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組にについて検
討・調整する。

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組について検
討・調整する。
【H29年度～】

・小学校等の先生によ
る防災教育の実施を
拡大する方策等に関
する取組について検
討・調整する。
【H29年度～】

・国の支援により作成
した指導計画について
市町村と情報共有を
図る。
【H29年度～】

- -

・町民の水防災意識
を高め、地域防災力
の向上を図る。
【Ｈ29年度～】

・自主防災組織と連携
して、住民の水防災意
識を高め、地域防災
力の向上を図る。
【H29年度～】

- -

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
するとともに、町民等
や関係機関が連携し
た避難訓練を検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

住民等や多様な関係
機関が連携した避難
訓練を検討・調整す
る。
【H29年度～】

毎年、防災関係機関
をはじめ住民等の参
加のもと町総合防災
訓練を実施
【継続実施】

・自主防災組織と連携
して、住民の水防災意
識を高め、地域防災
力の向上を図る。
【H29年度～】

・国土交通省・国土地
理院・気象庁の連携に
よる学校防災教育へ
の取り組みを実施す
る。
【H28年度～継続実
施】

・消防団員の充実を
図るため、団員が勤務
する事業所を訪問し、
消防（水防）活動がし
やすい職場環境の整
備について、事業所に
対して要請を行う。
【継続実施】

-

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
するとともに、住民等
や多様な関係機関が
連携した避難訓練を
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
するとともに、住民等
や多様な関係機関が
連携した避難訓練を
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
するとともに、住民等
や多様な関係機関が
連携した避難訓練を
検討・調整する。
【H29年度～】

防災訓練の訓練内容
について、水災害につ
いても検討する。

平成29年度から
検討実施

・自主防災組織と連携
して、住民の水防災意
識を高め、地域防災
力の向上を図る。
【継続実施】

・水防団や行政区と連
携して、住民の水防災
意識を高め、地域防
災力の向上を図る。
【継続実施】

・水防団や行政区と連
携して、住民の水防災
意識を高め、地域防
災力の向上を図る。
【H29年度～】

自主防災組織を中心
に水防意識の向上を
図り、地域防災力の向
上に努める。
【H29年度～】

・自主防災組織と連携
して、住民の水防災意
識を高め、地域防災
力の向上を図る。
【H29年度～】

・自主防災組織と連携
して、住民の水防災意
識を高め、地域防災
力の向上を図る。
【H29年度～】

・自主防災組織と連携
して、住民の水防災意
識を高め、地域防災
力の向上を図る。
【H29年度～】

住民の水防意識を高
める方法について検討
し、地域防災力向上
のため自主防災組織
等の充実を図る。

- -

エ　住民、関係機関が連
携した避難訓練等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状
況や実施予定を共有するとともに、住民等
や多様な関係機関が連携した避難訓練を
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
するとともに、住民等
や多様な関係機関が
連携した避難訓練を
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
するとともに、市で実
施する防災訓練等で
住民や関係機関が連
携した避難訓練を検
討・調整する。
【H29年度～】

今後必要に応じて検
討を進める。

・「まるごとまちごとハ
ザ－ドマップ」の取組
状況を共有する。
【Ｈ29年度～】

今後、必要に応じて検
討を進める。

今後、必要に応じて検
討を進める。

- -

取り組みについて今後
検討する。

・｢まるごとまちごとハ
ザードマップ｣(生活空
間における想定浸水
深や避難場所等に係
る看板等の掲示)の取
組状況を共有し、取組
の推進について検討・
調整する。
【H29年度～】

・避難場所等に係る看
板等の掲示等の取組
状況を共有し、取組の
推進について検討・調
整する。
【H29年度～】

・｢まるごとまちごとハ
ザードマップ｣(生活空
間における想定浸水
深や避難場所等に係
る看板等の掲示)の取
組状況を共有し、取組
の推進について検討・
調整する。
【H29年度～】

・｢まるごとまちごとハ
ザードマップ｣(生活空
間における想定浸水
深や避難場所等に係
る看板等の掲示)の取
組状況を共有し、取組
の推進について検討・
調整する。
【H29年度～】

・｢まるごとまちごとハ
ザードマップ｣(生活空
間における想定浸水
深や避難場所等に係
る看板等の掲示)の取
組状況を共有し、取組
の推進について検討・
調整する。
【H29年度～】

・防災訓練の実施予
定を共有する。
【継続実施】
・市町村防災訓練及
び県中地方防災訓練
に情報連絡員（県リエ
ゾン）を参加させる。
【H25年度～継続実
施】

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
する。
【H29年度～】

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災
力向上のための自主防災組織の充実を図
る。

・避難訓練の実施状
況や実施予定を共有
するとともに、住民等
や多様な関係機関が
連携した避難訓練を
検討・調整する。
【H29年度～】

・他市町村の避難訓
練の実施状況を把握
し、住民等と多様な関
係機関が連携した避
難訓練の実施を検討
する。
【H29年度～】

- - -

ウ　まるごとまちごとハザー
ドマップの促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間における想定浸水深や
避難場所等に係る看板等の掲示)の取組状
況を共有するとともに、｢まるごとまちごとハ
ザードマップ実施の手引き｣(平成29年6月、
国土交通省水管理・国土保全局河川環境
課水防企画室）等を参考に、取組の推進に
ついて検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・｢まるごとまちごとハ
ザードマップ｣(生活空
間における想定浸水
深や避難場所等に係
る看板等の掲示)の取
組状況を共有し、取組
の推進を検討する。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの
住民への効果的な周
知方法や、先進事例
を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップ
への改良について検
討・調整する。
【H29年度～】

先進事例を踏まえた
わかりやすい防災ハ
ザードマップへの改良
について検討・調整す
る。

-

・先進事例を踏まえた
分かりやすく見やすい
防災ハザードマップ作
成について検討する。

・洪水ハザードマップの
住民への効果的な周
知方法や、先進事例
を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップ
への改良について検
討・調整する。
【H29年度～】

-

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平
成28年4月、国土交通省水管理・国土保
全局河川環境課水防企画室)等を参考に、
洪水ハザードマップの住民への効果的な周
知方法や、先進事例を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップへの改良について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水ハザードマップの
住民への効果的な周
知方法や、先進事例
を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップ
への改良について検
討・調整する。
【H29年度～】

・先進事例を踏まえた
わかりやすいハザード
マップへの改良につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの
住民への効果的な周
知方法や、先進事例
を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップ
への改良について検
討・調整する。
【H29年度～】

・ハザードマップの住民
への効果的な周知方
法や、先進事例を踏
まえたわかりやすいハ
ザードマップへの改良
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの
住民への効果的な周
知方法や、先進事例
を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップ
への改良について検
討・調整する。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの
住民への効果的な周
知方法や、先進事例
を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップ
への改良について検
討・調整する。
【H29年度～】

イ　洪水ハザードマップの
作成・改良と周知

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成さ
れた場合は、当該洪
水ハザードマップを共
有する。
【H29年度～】

- -

・作成された洪水ハ
ザードマップを入手し、
振興局HP「県中地方
防災サイト」に掲載し、
周知を図る。
【継続実施】

-

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成さ
れた場合は、当該洪
水ハザードマップを共
有する。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成さ
れた場合は、当該洪
水ハザードマップを共
有する。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成さ
れた場合は、当該洪
水ハザードマップを共
有する。
【H29年度～】

想定最大規模降雨に
よる洪水浸水想定区
域図を踏まえた洪水
ハザードマップの作成・
公表の予定を共有す
る。また、洪水ハザー
ドマップが作成された
場合は、当該洪水ハ
ザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨
に係る浸水想定区域
図を踏まえた洪水ハ
ザ－ドマップについて、
情報収集を行う。

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想

定区域図を踏まえた洪水ハザードマップの
作成・公表の予定を共有する。また、洪水
ハザードマップが作成された場合は、当該
洪水ハザードマップを共有する。

平成29年度から
順次実施

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成さ
れた場合は、当該洪
水ハザードマップを共
有する。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成さ
れた場合は、当該洪
水ハザードマップを共
有する。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪
水ハザードマップの作
成・公表の予定を共
有する。
【H29年度～】

・他機関とハザードマッ
プの作成・公表の予定
を共有する。また、洪
水ハザードマップが作
成された場合は、当該
洪水ハザードマップを
共有する。
【H29年度～】

想定最大規模降雨に
よる洪水浸水想定区
域図等の作成・公表
の予定を共有する。

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図等の作成・公
表の予定を共有する。
【H29年度～継続実
施】

・県管理河川のうち、
水位周知河川等につ
いて、想定最大規模
降雨による洪水浸水
想定区域図等の作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成
された場合は当該区
域図を共有する。
【H29年度～】

・県管理河川のうち、
水位周知河川等につ
いて、想定最大規模
降雨による洪水浸水
想定区域図等の作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成
された場合は当該区
域図を共有する。
【H29年度～】

・県管理河川のうち、
水位周知河川等につ
いて、想定最大規模
降雨による洪水浸水
想定区域図等の作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成
された場合は当該区
域図を共有する。
【H28年度～継続実
施】

県管理河川のうち、水
位周知河川等につい
て、想定最大規模降
雨による洪水浸水想
定区域図等の作成・
公表の予定を共有す
る。また、洪水浸水想
定区域図が作成され
た場合は当該区域図
を共有する。
【H28年度～継続実
施】

・想定最大規模降雨
に係る浸水想定区域
図等について、情報収
集を行う。

ア　想定最大規模降雨に
係る洪水浸水想定区域図
等の共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に
係る洪水浸水想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。また、洪水浸水想定区
域図が作成された場合は当該洪水浸水想
定区域図を共有する（なお、共有された洪
水浸水想定区域図については、土地利用
や都市計画の検討等においても広く活用さ
れるよう各構成員において確認する。）。

引き続き実施

・県管理河川のうち、
水位周知河川等につ
いて、想定最大規模
降雨による洪水浸水
想定区域図等の作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成
された場合は当該区
域図を共有する。
【H28年度～継続実
施】

・県管理河川のうち、
水位周知河川等につ
いて、想定最大規模
降雨による洪水浸水
想定区域図等の作
成・公表の予定を共
有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成
された場合は当該区
域図を共有する。
【H28年度～継続実
施】

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図等の作成・公
表の予定を共有する。
また、洪水浸水想定
区域図が作成された
場合は当該区域図を
共有する。
【H29年度～】

-

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台具体的取組
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〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29～33年度(5年間)の取組目標

・関係機関と連携して
水防訓練（排水ポンプ
運転）等を実施する。
【継続実施】

・実施に向け検討す
る。
【Ｈ29年度～】

・市の防災訓練で水
防団が毎年実施中。
【継続実施】

・関係機関が連携した
水防訓練等を実施す
る。

・関係機関が連携した
水防訓練等を実施す
る。

・関係機関が連携した
水防訓練等の実施を
検討する。
【平成29年度～】

・関係機関が連携した
水防訓練等の実施を
検討する。
【平成29年度～】

・引き続き、関係機関
が連携した水防訓練
等を実施する。
【継続実施】

関係機関と連携した
水防訓練等に参加す
る。

・関係機関が連携した
水防訓練等について
検討する。
【Ｈ29年度～】

・県の水防訓練等へ
参加する
【継続実施】

・引き続き、関係機関
が連携した水防訓練
等を実施する。
【継続実施】

- -

・引き続き、関係機関
が連携した水防訓練
等を実施する。
【継続実施】

-

・関係機関と連携した
情報伝達訓練への支
援を行う。
【継続実施】

・関係機関と連携して
水防訓練（排水ポンプ
運転）等を実施する。
（再掲）
【継続実施】

・水防技術講習会等
に積極的に参加する。
【H29年度～】

・水防技術講習会等
に積極的に参加する。
【H29年度～】

職員が水防技術講習
会に参加し、水防技
術の習得を図る。

職員が水防技術講習
会に参加し、水防技
術の習得を図る。

・水防技術講習会の
実施を検討する。
【平成29年度～】

・水防技術講習会の
実施を検討する。
【平成29年度～】

・引き続き、水防技術
講習会を実施する。
【継続実施】

水防技術講習会等の
参加について検討す
る。

・水防技術講習会等
への積極的参加。
【Ｈ29年度～】

・水防技術講習会に
参加する。
【継続実施】

・水防技術講習会の
実施を検討する。
【平成29年度～】 - -

・引き続き、市町村職
員等を対象に水防技
術講習会を実施す
る。
【継続実施】

- -

・水防団等の人員維
持に努め、連絡体制
の確認と情報伝達訓
練等の実施を検討す
る。
【継続実施】

関係機関との連絡体
制の確認と実践的な
情報伝達訓練実施を
検討する。
【H29年度～】

関係機関との連絡体
制の確認と実践的な
情報伝達訓練実施を
検討する。
【H29年度～】

・水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練を実施す
る。

水防団等（消防団等）
の連絡体制の確認と
村長も参加した情報
伝達訓練を実施す
る。

・水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施を
検討する。
【平成29年度～】

・水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施を
検討する。
【平成29年度～】

・引き続き、消防団等
への連絡体制の確認
と首長も参加した実践
的な情報伝達訓練を
実施する。
【継続実施】

水防団等への連絡体
制の確認と首長も参
加した実践的な情報
伝達訓練を検討す
る。

・実践的な情報伝達
訓練の実施を検討す
る。

・関係機関への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練を実施す
る。
【継続実施】

・関係機関への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練を実施す
る。
【継続実施】

- -

・引き続き、市町村へ
の連絡体制の確認と
首長も参加した実践
的な情報伝達訓練を
実施する。
【継続実施】

-

・市町村や関係機関
等の要請により、情報
提供等の訓練への支
援を実施する。
【継続実施】

別紙②　（３／３）

-

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑴　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認

(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期
前に重要水防箇所の確認を行うとともに、
現地にて関係者による共同点検等の実施
について検討・調整する。

引き続き実施

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

・出水期前に重要水
防箇所の確認及び現
地にて関係者による
共同点検等の実施す
る。

-- - - - --

・市町村との連携によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、
企業等の参画等)に関
する広報の取組状況
や取組予定等を共有
する。また、先進事例
の情報を入手し、共有
を図る。
【H29年度～】

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

・浸水防止計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、取組を
促すための支援策に
ついて検討・調整す
る。
【H29年度～】

- - - - -
(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実
施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すた
めの支援策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・浸水防止計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、取組を
促すための支援策に
ついて検討・調整す
る。
【H29年度～】

・浸水防止計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、取組を
促すための支援策に
ついて検討・調整す
る。

・浸水防止計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、取組を
促すための支援策に
ついて検討・調整す
る。

・事業所等の災害防
止計画の作成状況や
訓練の実施状況を踏
まえ、事業所等への
支援策について検討・
調整する。

・浸水防止計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、取組を
促すための支援策に
ついて検討・調整す
る。
【H29年度～】

・浸水防止計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、取組を
促すための支援策に
ついて検討・調整す
る。
【H29年度～】

ウ　大規模工場等の自衛
水防に係る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模
工場等の立地状況を確認するとともに、市
町村地域防災計画に定められた大規模工
場等の浸水防止計画の作成状況、訓練の
実施状況を確認する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域
内における大規模工
場等の立地状況を確
認し、大規模工場等
の浸水防止計画の作
成状況、訓練の実施
状況を確認する。
【H29年度～】

・大規模工場等の立
地状況を調査し、大規
模工場等の災害防止
計画の作成状況、訓
練の実施状況を確認
する。

・洪水浸水想定区域
内における大規模工
場等の立地状況を確
認し、大規模工場等
の浸水防止計画の作
成状況、訓練の実施
状況を確認する。

・浸水防止計画の作
成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、支援策
について検討する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
水防資機材の配置、
運用方法等に係る情
報を共有する。
【H29年度～】

・複数市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定予定・課題等を共
有する。
【H30年度～】

・災害に関する研修、
訓練へ参加し、人材
育成や技術力の向上
に努める。
【H29年度～】

・水防資機材の必要
数量を確保し、効率的
な利用のために情報
共有を図る。
【継続実施】

-

・毎年８月に防災関係
機関をはじめ住民等
の参加のもと市総合防
災訓練を実施
【継続実施】
・住民等の参加による
実践的な水防訓練に
ついて検討する。
【H30年度～】

・水防に関する取組状
況等を紹介し、水防に
ついての理解が深まる
よう広報の充実を検討
する。
【H29年度～】

・水防団等の人員維
持に努め、洪水時の
水防団間の連携・協
力について検討・調整
する。
【H30年度～】

⑷　その他

今後、必要に応じて検
討を進める。

- - -

水防団等の配置、管
轄区域等を共有し、洪
水時の水防団間の連
携・協力について検
討・調整する。

・各水防団（消防団）
の分団等の配置、管
轄区域等を共有し、洪
水時の連携・協力につ
いて検討・調整する。

各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を
共有し、洪水時の水
防団間の連携・協力
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

各水防団（消防団）の
分団等の配置、管轄
区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連
携・協力について検
討・調整する。
【H29年度～】

各消防団の分団等の
配置、管轄区域等を
共有し、洪水時の消
防団間の連携・協力
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・建設事務所から情報
を収集する
【H29年度～】

・複数市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定予定・課題等を共
有し、連携対応を図
る。
【H29年度～】

・大規模工場等の立
地状況を確認し、大規
模工場等の災害防止
計画の作成状況、訓
練の実施状況を確認
する。

・洪水浸水想定区域
内における大規模工
場の状況を確認し、地
域防災計画への掲載
について調整する。
【H29年度～】

・国又は県災害対策
課主催の研修、訓練
へ参加し、災害対応
の強化を図る。
【継続実施】
・災害対策本部設置
訓練や研修会を実施
し、災害対応の強化を
図る。
【継続実施】・災害情報の共有体

制を強化するため、災
害情報の共有方策等
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

- -

・県防災事務連絡シ
ステムを利用した被害
情報の収集を行う。
【継続実施】
・建設事務所等関係
機関との情報共有を
図る。
【継続実施】

-

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
の確認を行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
の確認を行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
の確認を行う。
【H29年度～】

災害情報の共有体制
を強化するため、災害
情報の共有方策等の
確認を行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
について検討・調整す
る。【Ｈ29年度～】

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

イ　災害情報の共有体制
の強化

(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体
制を強化するため、共有すべき災害情報や
当該情報の共有方策等について検討・調
整する。

平成29年度から
検討実施

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
の確認を行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
の確認を行う。

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
の確認を行う。

・災害情報の共有体
制を強化するため、災
害情報の共有方策等
の確認を行う。

国が実施する研修、
訓練へ参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

ア　災害時及び災害復旧
に対する支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公
共団体等の参画など、災害対応にあたる人
材を育成するための方策や、地方公共団体
間の相互支援体制の強化を図るための方
策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

国が実施する研修、
訓練への地方公共団
体等の参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

・国が実施する研修、
訓練へ参加し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。

国が実施する研修、
訓練へ参加し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。

・国が実施する研修、
訓練へ参加し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。

国が実施する研修、
訓練への地方公共団
体等の参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

国が実施する研修、
訓練への地方公共団
体等の参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

国が実施する研修、
訓練への地方公共団
体等の参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

国が実施する研修、
訓練への地方公共団
体等の参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

・国、県が実施する研
修、訓練へ参加し、災
害対応の人材育成
や、自治体間の相互
支援体制の強化を図
る。
【Ｈ29年度～】

・災害情報の共有を
強固にするための方
策等を検討する。
【H29年度～】

-

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
排水資機材の配置、
運用方法、洪水時の
排水施設等の管理者
間の連絡体制等に係
る情報を共有する。
【H29年度～】

- -

-

-

・複数市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定予定・課題等を共
有する。
【H29年度～】

国が実施する研修、
訓練へ参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

・気象台は災害時気
象資料及び災害時気
象支援資料を必要に
応じて発表すると共
に、これらの資料の利
活用にあたる人材を育
成するための方策につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

国が実施する研修、
訓練へ参画し、災害
対応の人材育成や、
自治体間の相互支援
体制の強化を図る。
【H29年度～】

- -

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
排水資機材の配置、
運用方法、洪水時の
排水施設等の管理者
間の連絡体制等に係
る情報を共有する。
【H29年度～】

イ　浸水被害軽減地区の
指定

(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される
浸水被害軽減地区の指定にあたり、地区指
定の予定や指定に係る課題等を共有し、連
携して課題への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・複数市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定予定・課題等を共
有し、連携対応を図
る。
【H29年度～】

・複数市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定予定・課題等を共
有し、連携対応を図
る。

-

今後、必要に応じて検
討を進める。

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
排水資機材の配置、
運用方法、洪水時の
排水施設等の管理者
間の連絡体制等に係
る情報を共有する。
【H29年度～】

-

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
排水資機材の配置、
運用方法、洪水時の
排水施設等の管理者
間の連絡体制等に係
る情報を共有する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
排水資機材の配置、
運用方法、洪水時の
排水施設等の管理者
間の連絡体制等に係
る情報を共有する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
排水資機材の配置、
運用方法、洪水時の
排水施設等の管理者
間の連絡体制等に係
る情報を共有する。
【H29年度～】

洪水浸水想定区域内
における排水施設、排
水資機材の配置、運
用方法、洪水時の排
水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る
情報を共有する。
【H29年度～】

ア　排水施設、排水資機
材の運用方法の改善及び
排水施設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施
設、排水資機材の配置、運用方法等に係
る情報を共有し、洪水時の排水施設等の管
理者間の連絡体制を構築するとともに、洪
水時に円滑かつ迅速な排水を行うための排
水施設等の運用方法について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域
内における排水施設、
排水資機材の配置、
運用方法、洪水時の
排水施設等の管理者
間の連絡体制等に係
る情報を共有する。
【H29年度～】

-

・複数市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定予定・課題等を共
有し、連携対応を図
る。
【H29年度～】

- -

・近隣市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定にあたり、地区指定
の予定や指定に係る
課題等を共有し、連携
して課題への対応を
検討・調整する。

・複数市町村に影響
があると想定される浸
水被害軽減地区の指
定予定・課題等を共
有し、連携対応を図
る。
【H29年度～】

- -

・庁舎等における洪水
時に想定される浸水
被害を確認し、適切に
機能を確保するために
必要な対策について
検討・調整する。
【H29年度～】

・庁舎等における洪水
時に想定される浸水
被害を確認し、適切に
機能を確保するために
必要な対策について
検討・調整する。
【H29年度～】

- -

・市町村庁舎が機能し
ない状況となった場合
の代替施設の有無を
把握し、助言を行う。
【H29年度～】

-

-

-

--

市町村庁舎等におけ
る洪水時に想定される
浸水被害を確認し、適
切に機能を確保する
ために必要な対策に
ついて検討・調整す
る。
【H29年度～】

・町庁舎等で想定され
る浸水被害を想定し、
適切に機能を確保す
るため必要な対策に
ついて検討・調整す
る。
【Ｈ29年度～】

- - - -

・洪水浸水想定区域
内における大規模工
場等の立地状況を確
認し、大規模工場等
の浸水防止計画の作
成状況、訓練の実施
状況を確認する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
内における大規模工
場等の立地状況を確
認し、大規模工場等
の浸水防止計画の作
成状況、訓練の実施
状況を確認する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域
内における大規模工
場等の立地状況を確
認し、大規模工場等
の浸水防止計画の作
成状況、訓練の実施
状況を確認する。
【H29年度～】

- - -

-

イ　洪水時の市町村庁舎
等の機能確保のための対
策の充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定さ
れる浸水被害を確認し、適切に機能を確保
するために必要な対策(耐水化、非常用電
源等の整備等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市庁舎等における洪
水時に想定される浸
水被害を確認し、適切
に機能を確保するため
に必要な対策につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・市庁舎等における洪
水時に想定される浸
水被害を確認し、適切
に機能を確保するため
に必要な対策につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

-

病院等の立地状況を
確認する。

ア　災害拠点病院等の施
設管理者への情報伝達の
充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠
点病院等の立地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実な情報伝達の
方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域
内における災害拠点
病院等の立地状況を
確認し、施設管理者
等に対する洪水時の
確実な情報伝達の方
法について検討・調整
する。
【Ｈ29年度～】

・病院等の立地状況
を調査し、施設管理者
等に対する洪水時等
の確実な情報伝達の
方法について検討・調
整する。

・病院（診療所）等の
立地状況を確認し、施
設管理者等に対する
洪水時等の確実な情
報伝達の方法につい
て検討・調整する。

・洪水浸水想定区域
内における災害拠点
病院等の立地状況を
確認し、施設管理者
等に対する洪水時の
確実な情報伝達の方
法について検討・調整
する。
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域
内における災害拠点
病院等の立地状況を
確認し、施設管理者
等に対する洪水時の
確実な情報伝達の方
法について検討・調整
する。
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域
内における災害拠点
病院等の立地状況を
確認し、施設管理者
等に対する洪水時の
確実な情報伝達の方
法について検討・調整
する。
【Ｈ29年度～】

-

・村本庁舎等における
洪水時に想定される
被害を確認し、適切に
機能を確保するために
必要な対策について
検討・調整する。

・町庁舎等における洪
水時に想定される浸
水被害を確認し、適切
に機能を確保するため
に必要な対策につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・市町村庁舎等におけ
る洪水時に想定される
浸水被害を確認し、適
切に機能を確保する
ために必要な対策に
ついて検討・調整す
る。
【H29年度～】

・村庁舎等における洪
水時に想定される浸
水被害を確認し、適切
に機能を確保するため
に必要な対策につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を
共有し、洪水時の水
防団間の連携・協力
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

オ　水防団間での連携、
協力に関する検討

(ｱ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効
率的な水防活動が実施できるよう、各水防
団の分団等の配置、管轄区域等を共有し、
洪水時の水防団間の連携・協力について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- -

各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を
共有し、洪水時の水
防団間の連携・協力
について確認する。
【継続実施】

各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を
共有し、防災訓練等
で連携・協力について
訓練を実施し確認す
る。
【継続実施】

- -

・洪水浸水想定区域
内における災害拠点
病院等の立地状況を
確認し、施設管理者
等に対する洪水時の
確実な情報伝達の方
法について検討・調整
する。
【Ｈ29年度～】

- -

-

-

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

・各水防団の分団等
の配置、管轄区域等
を共有し、水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。
【Ｈ29年度～】

各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を
共有し、洪水時の水
防団間の連携・協力
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を
共有し、洪水時の水
防団間の連携・協力
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

- -

- -

・振興局HP「県中地方
消防団応援サイト」や
「消防団協力事業所
紹介」で消防団活動
について広報を行う。
【継続実施】

・お天気フェア等の広
報行事における水防
災に関する防災気象
情報の活用に関する
ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等の配布を
実施する。
【継続実施】
・防災気象講演会を
開催し、広報活動を実
施する。
【H29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、
企業等の参画等)に関
する広報の取組状況
や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえ
た広報の充実につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・水防(消防団員の募
集、自主防災組織、
企業等の参画等)に関
する広報の取組状況
や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえ
た広報の充実につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

水防に関する広報等
を積極的に行う。

・先進事例を踏まえた
広報の充実について
検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、
企業等の参画等)に関
する広報の取組状況
や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえ
た広報の充実につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、
企業等の参画等)に関
する広報の取組状況
や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえ
た広報の充実につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

- -

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・町民等の参加による
実践的な水防訓練に
ついて検討・調整す
る。
【Ｈ29年度～】

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

エ　水防に関する広報の
充実

(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自
主防災組織、企業等の参画等)に関する広
報の取組状況や取組予定等を共有し、先
進事例を踏まえた広報の充実について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、
企業等の参画等)に関
する広報の取組状況
や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえ
た広報の充実につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・自主防災組織、企業
等の参画等に関する
広報の取組状況や取
組予定等を共有し、先
進事例を踏まえた広
報の充実について検
討・調整する予定。

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織)に
関する広報の取組状
況や取組予定等を共
有し、先進事例を踏ま
えた広報の充実につ
いて検討・調整する。

・自主防災組織、企業
等の参画等に関する
広報の取組状況や取
組予定等を共有し、先
進事例を踏まえた広
報の充実について検
討・調整する。

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、
企業等の参画等)に関
する広報の取組状況
や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえ
た広報の充実につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。
【H29年度～】平成29年度から

検討実施

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
実施に向け、検討す
る。
【Ｈ29年度～】

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る予定。

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。

・住民等の参加等によ
る実践的な水防訓練
について検討・調整す
る。

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働
訓練等を実施する。

- - -
(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有
し、これを活用した円滑な水防活動につい
て検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- -

- -

引き続き実施

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術
講習会を実施する。

引き続き実施

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も
参加した実践的な情報伝達訓練を実施す
る。

引き続き実施

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等に
よる実践的な水防訓練について検討・調整
する。

- - - -

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・水防資機材の必要
数量を確保し、情報共
有を図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配
置について共有するとともに、水防資機材の
整備や洪水時の相互応援について検討・調
整する。

引き続き実施

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。

・水防計画に基づく資
機材の必要数量を確
保し、情報共有を図
る。
【継続実施】

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

-

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

- -

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
を実施する。
【継続実施】

福島県
県中建設事務所

- - - -

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施する。
【継続実施】

出水期前に重要水防
箇所の確認を行うとと
もに、現地にて関係者
による共同点検等の
実施する。
【継続実施】

・出水期前に重要水
防箇所の確認を行うと
ともに、現地にて関係
者による共同点検等
の実施をする。
【継続実施】

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部具体的取組



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29年度取組内容

- - - -

・H29年5月警報急の可
能性等を提供、H29年7
月、洪水警報の危険度
分布等の提供を開始し、
情報の改善を実施した。

- - - - - -

・福島県等関係機関と
連携して、避難確保計
画等作成や避難訓練等
のシナリオ策定、訓練用
の情報提供等に必要な
支援を行う。

キ　洪水警報の危険度分
布等の提供及び気象情
報発信時の「警報級の可
能性」や「危険度を色分け
した時系列」等の発表・改
善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情
報発信時の情報入手のし易さをサポートす
る。

平成29年度から
順次実施

- - - - -

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。

- -

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。

-

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を把握し、それぞれの取
組を支援するための方法
について、検討を始め
る。

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組みを促すための支援
策について検討・調整す
る。

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組みを促すための支援
策について検討・調整す
る。

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。

避難確保計画の作成状
況を確認し、取組を促す
ための支援について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組みを促すための支援
策について検討・調整す
る。

カ　要配慮者利用施設等
における避難計画等の作
成・訓練に対する支援

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地条件を確認
後、市地域防災計画に
記載する。

-

・H29.8～9月に各市町
村防災担当への個別説
明を実施した。

- -

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実
施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すた
めの支援策について検討・調整する。また、
施設職員だけで対応するのが難しい場合の
地域の支援体制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

要配慮者利用施設の地
域防災計画への位置付
けについて検討中（再
掲）

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援について関係
部署と検討・調整する。

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援について関係
部署と検討・調整する。

洪水浸水想定区域や土
砂災害警戒区域におけ
る要配慮者利用施設の
立地状況を確認後、地
域防災計画の修正をす
る。

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内立
地施設はないが、要配
慮者利用施設の避難確
保計画作成及び避難訓
練の実施の促進を図る。

・地域防災計画の見直し
に合わせ、土砂災害警
戒区域内における要配
慮者利用施設の立地状
況を確認後、町地域防
災計画に記載するととも
に、対象施設における避
難確保計画の作成状
況、訓練の実施状況を
確認する。

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地条件を調査検
討する。

- -

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地条件を調査検
討する。

・主に土砂災害区域内に
所在する要配慮者利用
施設を確認する。

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況や避難確
保計画の作成状況、訓
練実施状況等の確認を
行う。

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設について、施設毎の立
地状況、避難確保計画
の作成状況や訓練実施
状況等の確認を行う。

・土砂災害警戒区域内
における要配慮者利用
施設の立地状況を確認
後、要配慮者利用施設
の避難確保計画作成及
び避難訓練実施の促進
等について検討する。

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区
域内における要配慮者利用施設の立地状
況を確認するとともに、市町村地域防災計
画に定められた要配慮者利用施設の避難
確保計画の作成状況、訓練の実施状況を
確認する。

引き続き実施

要配慮者利用施設の地
域防災計画への位置付
けについて検討中

- -

・逢瀬川の想定最大規
模降雨による洪水浸水
想定区域図等の水害リ
スク情報を作成し、郡山
市へ提供する。
・大滝根川、釈迦堂川の
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の水害リスク情報を作
成に着手する。

・相談があれば関係市町
村間との調整を行う。

・作成に必要な情報の提
供及び支援を実施する。

・町内の避難所の収容の
可否を再確認し、収用困
難な場合は、隣接市町
村等における避難場所
の設定や災害時の連絡
体制について検討・調整
する。

・村内の避難場所及び
避難経路等を再確認し、
収容困難な場合は隣接
市町村等における避難
場所の設定や災害時の
連絡体制について検討・
調整する。

・村内の避難所における
避難者の収容の可否を
再確認する。

町内の避難所における
避難所の収容の可否を
再確認する。避難経路に
ついて、検討・調整する。

・町内の避難所の収容の
可否を再確認し、収用困
難な場合は、隣接市町
村等における避難場所
の設定や災害時の連絡
体制について検討・調整
する。

・町内の避難場所による
避難者の収容の可否を
再確認し、収容困難な
場合は、隣接市町村等
における避難場所の設
定や洪水時の連絡体制
等について検討・調整す
る。

・H29年７月に大雨特別
警報の改善を行った。引
き続き情報の発信・改善
を実施する。

オ　隣接市町村等への広
域避難体制の構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域
図等の水害リスク情報を踏まえて避難場所
及び避難経路を検討し、当該市町村内の
避難場所だけで避難者を収容できない場
合等は、隣接市町村等における避難場所
の設定や洪水時の連絡体制等について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・想定最大浸水想定区
域における避難所の再
編後、広域連携の必要
を検討予定

・市内の避難場所及び
避難経路等を再確認し、
収容困難な場合は、隣
接市町村等における避
難場所の設定や災害時
の連絡体制について検
討・調整する。

調査検討を進める 調査検討を行う。 ・村内の災害別による避
難場所による避難者の
収容の可否を再確認を
始める。

防災行政無線や緊急速
報メールの活用により、
住民への周知を図る。

防災行政無線や緊急速
報メールの活用により、
住民への周知を図る。

- -

・河川流域総合情報シス
テム(福島県提供サイト)
により、河川水位、雨量
情報等の発信を継続実
施する。

・振興局HP「県中地方防
災サイト」でリンクを貼り、
周知を図っている。

・防災行政無線や緊急
速報メールなどの活用に
より住民に周知を図る。
その他の周知方法につ
いても検討を始める。

・防災行政無線やエリア
メールなどの活用により
住民に周知を図る。

・防災行政無線やエリア
メールの点検実施、使用
基準等の見直しを行い、
確実な伝達体制の確立
に努める。

・防災行政無線の活用に
より、住民の周知を図る。

防災行政無線の活用に
より、周知を図る。

・防災行政無線やエリア
メ－ルの活用により、迅
速に町民への周知を図
る。

エ　情報通信技術等を活
用した住民等へ適切かつ
確実に情報伝達する体制
や方法の改善・充実

・須賀川市HPに「川の防
災情報」や「河川流域総
合情報システム」を掲載
し情報の周知を図る。

今後、必要に応じて検討
を進める。

・河川流域総合情報シス
テム（福島県提供サイト）
のスマートフォン用サイト
を整備し、住民等へのリ
アルタイム情報の周知を
図る。

・振興局HP「県中地方防
災サイト」でリンクを貼り、
周知を図っている。

-

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対
する洪水情報や避難情報等の適切かつ確
実な伝達体制・方法について、検討・調整
する。

平成29年度から
検討実施

・災害に強い情報連携シ
ステムによる緊急速報
メール及びJアラート、防
災行政無線の連携等、
確実な伝達体制の確保

・緊急速報メールや防災
行政無線、ＳＮＳ等さまざ
まな手段での情報提供
を継続実施する。

・緊急速報メールや防災
行政無線、ＳＮＳ等さまざ
まな手段での情報提供
を継続実施する。

・防災行政無線や緊急
速報メールなどの活用に
より住民に周知を図る。

防災情報等のシステム
等の活用方法について
周知する。

・河川流域総合情報シス
テム(福島県提供サイト)
等の活用方法について
周知する。

・町防災ウェブサイトに掲
載する情報について検討
を進める。

・ホームページに｢川の防
災情報｣や、河川流域総
合情報システム」等のリ
ンク方法を検討する。 - -

・市ＨＰに掲載する情報
について検討を進める。

・町ホームページ等への
情報掲載について検討
する。

・天栄村の公式ウェブサ
イトに｢川の防災情報｣
や、河川流域総合情報
システム」等のリンク方法
を検討する。

・｢川の防災情報(国土交
通省提供サイト)｣や、河
川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)等
の活用方法について周
知する。

・玉川村ホームページに
「川の防災情報（国土交
通省提供サイト）」や、
「河川流域総合情報シス
テム（福島県提供サイ
ト）」等のバナー添付や、
広報誌へのアドレス掲載
など情報の周知を図る。

・｢川の防災情報(国土交
通省提供サイト)｣や、河
川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)等
の活用方法について周
知する。

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイ
ト)｣や、河川流域総合情報システム(福島県
提供サイト)等、国と県が有している河川水
位やＣＣＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住
民等への周知方法について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・郡山市防災ｳｪﾌﾞｻｲﾄに
て、リアルタイム情報を周
知（国、県サイト⇒リンク
貼り付け）

今後、必要に応じて検討
を進める。

- -

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係市町村と検討・
調整を行う。 - -

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を行う。

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を行う。

簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を行う。

簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、検討・調整をする。

-

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、検討・調整を行う。

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガ
イドライン｣(平成29年3月、国土交通省水管
理・国土保全局河川環境課）を参考に、簡
易な方法による水害危険性の周知を行う河
川及び当該河川における情報提供の方法
について検討・調整するとともに、その進捗
状況について確認する。

平成29年度から
順次実施

・取組み無し

※水害危険性の周知を
予定する中小河川（県管
理）について情報提供な
し

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を行う。

・水害の危険性の周知を
行う河川の情報提供す
る方法について検討を始
める。

・水害の危険性の周知を
行う河川の情報提供す
る方法について検討を始
める。

・水害の危険性の周知を
行う河川の情報提供す
る方法について検討を始
める。

・新たに水位周知河川等
の指定を行う可能性のあ
る河川について、関係機
関と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認する。

・水位周知河川等の指
定を行う河川について、
検討・調整を行う。

必要に応じて検討を進め
る。

-

・水位周知河川等の指
定を行う河川について検
討・調整を図る。

・水位周知河川等の指
定を行う河川について検
討・調整を図る。

・水位周知河川等の指
定を行う河川について検
討・調整を図る。

水位周知河川等の指定
を行う河川について検
討・調整を図る。

イ　避難勧告等の発令対
象区域、発令判断基準等
の確認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平
成29年1月、内閣府(防災担当))を参考に、
市町村が定めた洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発令判断基準等の
確認を行う。

平成29年度から
順次実施

・郡山市避難勧告等の
判断・伝達マニュアル
(H27.2)による運用
　
※H29は基準改定なし

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等を
確認する。

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等を
確認する。

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等を
確認する。

・建設事務所から情報を
収集する。

-

・水位周知河川等の指
定を行う河川について検
討・調整を図る。

- -

・新たに水位周知河川の
指定を行う笹原川につい
て、関係市町村と検討・
調整を行う。

必要に応じて検討を進め
る。

-

必要に応じて、検討を進
める。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について情報
共有を図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設
定に向け、関係機関と調
整を始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設
定に向け、関係機関と調
整を始める。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設
定に向け、関係機関と調
整を始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しに係る進捗状況及び
今後の予定について情
報共有を図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しに係る進捗状況及び
今後の予定について情
報共有を図る。

-

-

・逢瀬川、大滝根川、釈
迦堂川、社川、今出川、
右支夏井川、阿武隈川
の｢水害対応タイムライ
ン｣の作成に向けた支援
を行う。

・水害対応タイムラインの
作成状況の確認を行う。

・市町村の｢水害対応タ
イムライン｣の作成に向け
た支援を行う。

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安と
なる基準水位（氾濫危険水位、避難判断
水位）の見直しの予定を共有し、その進捗
状況について確認する。

引き続き実施

・逢瀬川：見直し済
（H28）

※その他河川（谷田川、
藤田川、笹原川、南川）
は未確認

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しに係る進捗状況及び
今後の予定について情
報共有を図る。

・「水害対応タイムライ
ン」の作成に向けた検討
を進める。

今後必要に応じて、検討
を進める。

今後必要に応じて、検討
を進める。

今後、必要に応じて検討
を進める。

今後、必要に応じて検討
を進める。

・「水害対応タイムライ
ン」の作成に向けた検討
を進める。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しを継続実施し、進捗
状況及び今後の予定に
ついて情報共有を図る。
・逢瀬川、今出川の基準
水位見直しを実施した。
・新たに水位周知河川に
指定する笹原川の基準
水位設定を行う。

・建設事務所から情報を
収集する。

-

必要に応じて、検討を進
める。

- -

・取組み無し

※中小河川におけるタイ
ムライン作成の意義と運
用の現実性について統
一見解が図れていない

・「水害対応タイムライ
ン」の作成に向け、情報
収集し、検討を開始す
る。

今後必要に応じて、検討
を進める。

・｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討をはじ
める。

・河川情報及び土砂災
害警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状況を
確認する
気象情報については、継
続実施する。

・気象情報、河川情報及
び土砂災害警戒情報を
伝達するホットラインの構
築状況を確認し、運用開
始による連絡体制の整
備に努める。

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等を
確認する。

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行い、必要に応じ
見直しを行う。

土砂災害時等における
避難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準等
の確認を行う。

洪水時等における避難
勧告等の発令対象区域
や発令判断基準の作成
に向け、検討を始めた。

避難勧告等の発令対象
区域や発令判断基準を
作成する。

・気象情報、河川情報及
び土砂災害警戒情報を
伝達するホットラインの構
築状況を確認し、運用開
始による連絡体制の整
備に努める。

土砂災害警戒情報を伝
達するホットラインの構築
状況を確認し、運用を開
始する。

土砂災害警戒情報等を
伝達するホットラインの構
築状況を確認した。

・避難判断及び配備基
準への気象情報の利活
用に関する助言等支援
を行う。

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発
令判断基準等を踏まえて、防災行動と河川
管理者及び市町村等その実施主体を時系
列で整理する｢水害対応タイムライン｣を作
成するとともに、その運用状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・H29.4 ホットライン体制
構築

※H29.10時点　実績な
し

・指定済みの水位周知
河川に係る河川情報及
び土砂災害警戒情報を
伝達するホットラインの構
築状況を確認する。

・指定済みの水位周知
河川に係る河川情報及
び土砂災害警戒情報を
伝達するホットラインの構
築状況を確認する。

・｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討をはじ
める。

今後必要に応じて、検討
を進める。

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等を
確認する。

-

-

・県災害対策課で指定し
ているホットライン及び建
設事務所における河川
情報ホットラインの伝達
ルートを確認した。

・直接市町村長等に気
象情報を伝達するホット
ラインの構築状況を確認
し(H29.6)、連絡体制を
確立した。

ホットラインの構築状況を
確認し、運用を開始す
る。

- -

・指定済みの水位周知
河川（逢瀬川、大滝根
川、釈迦堂川、社川、今
出川、右支夏井川、阿
武隈川）に係る河川情報
及び土砂災害警戒情報
を伝達するホットラインの
構築状況を確認し、
H29.6月から運用を開始
した。

-

・H29.8～9月に各市町
村防災担当への個別説
明を実施した。

・H29.8.30、31に各市町
村から聞き取りを行った。

ホットラインの構築状況を
確認し、運用を開始す
る。

・直接市町村長等に河
川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達されるホッ
トラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。

・河川情報及び土砂災
害警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状況を
確認する。

土砂災害警戒情報等の
内容及びタイミングにつ
いて、確認した。

土砂災害警戒情報等の
内容及び提供するタイミ
ングについて確認した。

・土砂災害警戒情報等
の内容及び提供するタイ
ミングについて確認す
る。

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。

・土砂災害警戒情報等
の内容及び提供するタイ
ミングについて確認す
る。

-

・提供される情報の内容
及びタイミングについて確
認する。

・提供される情報の内容
及びタイミングについて確
認する。

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングを確認する。

・指定済みの水位周知
河川（阿武隈川）及び土
砂災害警戒情報の内容
やタイミングについて確
認を行う。

・指定済みの水位周知
河川（阿武隈川）及び土
砂災害警戒情報の内容
やタイミングについて確
認を行う。

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

ア　洪水時等における河
川管理者等からの情報提
供等の内容及びタイミング
の確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告
等発令の判断を支援するため、洪水時等に
気象台や河川管理者等から市町村に提供
する気象情報、河川情報及び土砂災害警
戒情報の内容及び提供するタイミングを確
認する。

平成29年度から
順次実施

・阿武隈川にかかる郡山
市タイムライン(H29.3)の
運用により情報共有のタ
イミングを確認

※H29.10時点　情報提
供実績なし

古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町

-

・指定済みの水位周知
河川（逢瀬川、大滝根
川、釈迦堂川、社川、今
出川、右支夏井川、阿
武隈川）及び土砂災害
警戒情報について、
H29.6月までに確認し
た。

・県総合情報ネットワーク
（防災FAX）又は気象庁
HP等により土砂災害警
戒情報発表の有無を確
認している。

・避難勧告の発令判断
の目安となる氾濫危険
情報の発表等を建設事
務所と気象台で共同で
実施する。
・「警報級の可能性」
(H29.5)「危険度を色分
けした時系列」(H29.7)の
提供を開始した。】

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情報を伝達するホット
ラインの構築状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市
福島県

県中地方振興局
気象庁

福島地方気象台具体的取組

別紙③　（１／３）

- - - - - - -

ウ　水害危険性（浸水想
定及び河川水位等の情
報）の周知

・H29.7から提供を開始
した、洪水警報・大雨
（浸水）警報の危険度分
布及び流域雨量指数の
予測値の利活用推進を
図る。

- -

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度
分布及び流域雨量指数の予測値の利活用
推進を図る。

平成29年度から
順次実施

- - - - - - -

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川に
ついて検討・調整するとともに、その進捗状
況について確認する。

平成29年度から
順次実施

・H29は取組み無し

既指定　：逢瀬川
指定予定：谷田川、藤田
川（時期は未確）

・河川周知河川等の指
定を行う河川について検
討・調整を図る。

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活
用について促進を図る。

引き続き実施 - - - - - - -

・洪水警報・大雨（浸水）
警報の危険度分布
（H29.7)及び危険度を色
分けした時系列（H29.5)
を発表し、これらのらの
利活用を図る。

- - - - - - -

・気象台と連携して利活
用の促進を図る。
【H29年度～】

・振興局HP「県中地方防
災サイト」でリンクを貼り、
周知を図っている。

平成２９年度第２回県中方部
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〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29年度取組内容

- -

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるような検討・
調整する。

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
する。

- - -

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
する。

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報の共有
方法について検討を始め
る。

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
する。

避難場所・避難経路の
再確認を行う。

ウ　避難場所、避難経路
の整備

(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情
報を共有するとともに、避難場所、避難経
路の整備にあたっては、近隣工事等の発生
土砂を有効活用するなど、事業連携による
効率的な整備となるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・H29は、避難所及び経
路の整備なし

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
する。

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
する。

- - -- - - - - -
イ　河川防災ステーション
等の整備

(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る
情報を共有し、河川管理者が実施する災
害復旧だけでなく市町村等も水防活動を円
滑に行える施設となるよう、設置位置及び
規模等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- -

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

- -

・水位計未設置河川をは
じめとした危機管理型水
位計（簡易水位計）の新
規設置計画について、関
係市町村と検討・調整を
図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。

- -

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係市
町村と検討・調整を図
る。 -

平成29年度から
検討実施

・河川監視用カメラの配
置計画の検討：未実施

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討を始める。

- - -- - -

-

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、検討・
調整を図る。

河川監視用カメラの配置
計画について、検討・調
整を図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、検討・
調整を図る。

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。

-

・「豪雨から子どもの命を
守る出前講座事業」を継
続実施する。

防災教育の促進につい
て関係機関と協議・検討
を行う。

教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での
水防災教育の取組の実
施について検討を始め
る。

・教育委員会等と連携
し、出前講座等の活用に
ついて検討する。

・教育委員会等と連携
し、出前講座等の活用に
ついて検討する。

・小学校において防災教
区を実施する。

教育委員会と連携し、水
防災教育の取組の実施
について検討する。

・水位計未設置河川をは
じめとした危機管理型水
位計（簡易水位計）の新
規設置計画について、検
討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、
河川監視用カメラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を
検討・調整する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省
のプロジェクトにおいて開発を進めている、低
コストで導入が容易なクラウド型・メンテナン
スフリー水位計。

平成29年度から
検討実施

・配置計画の検討：未実
施

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検討
を始める。

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置
計画について、検討・調
整を図る。

危機管理型水位計（簡
易推移型）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目
的に応じた性能最適化・集約化等を含む)
を検討・調整する。

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実
施する。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関す
る説明会を実施する。

引き続き実施

・出前講座の実施（～
H29.10.18現在　12回実
施　うち小学生対象3回
実施）
・市立小山田小学校で
市総合防災訓練を実施
（H29.8）（児童数約500
名）

- -

今後、教育委員会と協
議のうえ検討する

・小学校等の防災教育
の状況を確認する。

- -

・国の支援により作成した
指導計画について市町
村と情報共有を図る。

-

・国土交通省・国土地理
院・気象庁の連携による
学校防災教育への取り
組みを実施する。

・教育委員会及び各学
校と防災教育の実施に
ついての取組みを検討・
調整する。

・教育委員会及び各学
校と防災教育の実施に
ついての取組みを検討・
調整する。

・防災教育について、各
学校と情報の共有と支援
について検討・調整す
る。

防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組にについて検討・調整
する。

・小学校等の防災教育
の状況を確認する。

・県中地方防災訓練にお
いて防災スタンプラリーを
実施し、防災に係る啓発
を行った。
・県災害対策課で実施し
ている「防災講座」や「防
災フェア」の実施状況を
確認している。

・H29年5月に日本赤十
字社と連携し、教員を対
象とした気象庁ワーク
ショップを開催した。

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組み
の実施について検討す
る。

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。

-

-

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への
支援など、小学校等の先生による防災教育
の実施を拡大する方策等に関する取組につ
いて検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・出前講座の実施（～
H29.10.18現在　12回実
施）

・防災教育の実施拡大
する方策について、検
討・調整する。

・防災教育の実施拡大
する方策について、検
討・調整する。

小学生を対象とした防災
教育について学校と協議
を行う。

小学生を対象とした防災
教育の実施拡大につい
て検討を始める。

・自主防災組織に対する
水防災意識の高揚を図
るための方策を検討す
る。

・自主防災会等と連携
し、住民の水防災意識を
高め、地域防災力の向
上を図る。

- - -

・消防団員の充実を図る
ため。市町村職員ととも
に、団員が勤務する事業
所を訪問し、消防（水防）
活動を行いやすい職場
環境の整備について、事
業所に対して要請を行っ
ている。
・県消防保安課とともに
管内に本社がある企業
を訪問し、消防団員の充
実のために要請活動を
行った。

自主防災組織等に水防
についての周知を図る。

・住民の水防意識を高め
るための方策等について
検討・調整する。

・住民の水防意識を高め
るための方策等について
検討・調整する。

・消防団、女性消防クラ
ブと連携して、住民の水
防意識を高め、地域防
災力の向上を図る。

住民の水防意識の向上
の方法について検討す
る。

・町民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上を
図る。

エ　住民、関係機関が連
携した避難訓練等の充実

・住民等や多様な関係
機関が連携した避難訓
練を検討・調整する。

・水防災教育の実施に向
け、出前講座事業の活
用を検討する。

-

・例年2月頃市町村に実
施予定を照会している。
・市町村防災訓練や県
中地方防災訓練に情報
連絡員（県リエゾン）を参
加させている。

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有する。

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災
力向上のための自主防災組織の充実を図
る。

平成29年度から
検討実施

・出前講座の実施（～
H29.10.18現在　12回実
施）
・自主防災組織への活
動支援（補助金、資機材
等）
・市民防災リーダー講習
会を３回（11月～1月）開
催予定

・自主防災組織と連携
し、住民の水防災意識を
高め、地域防災力の向
上を図る。

・行政区等と連携し、住
民の水防災意識を高め、
地域防災力の向上を図
る。

・水防団や行政区と連携
して、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の向
上を図る。

防災訓練の訓練内容に
ついて、水災害について
も検討する。

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有すると
ともに、町民等や関係機
関が連携した避難訓練
を検討・調整する。

町防災訓練の内容を検
討する。

水災害を想定した、関係
機関が連携した避難訓
練を実施。

- -

・住民等や多様な関係
機関が連携した避難訓
練を検討・調整する。

避難訓練実施状況等の
情報を共有する。

・他市町村の避難訓練
の実施状況を把握する。

・住民や多様な関係機
関が連携した避難訓練
を検討する。

・住民や多様な関係機
関が連携した避難訓練
を検討する。

・防災訓練の訓練内容に
ついて、河川災害につい
ても検討を行う。(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状

況や実施予定を共有するとともに、住民等
や多様な関係機関が連携した避難訓練を
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市総合防災訓練を実
施（H29.8）
実施箇所：市内13地区
参加者数：約5000名
中央地区参加団体：43
団体

今後、必要に応じて検討
を進める。

- -

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣の取組状況を共
有する。

- -

・「まるごとまちごとハザー
ドマップ」（生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示）の取組みについて
検討する。

・「まるごとまちごとハザー
ドマップ」（生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示）の取組みについて
検討する。

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示)の取組みについて
検討する。 -

・「まるごとまちごとハザ－
ドマップ」の取組状況を共
有する。

今後、必要に応じて検討
を進める。

- - -

・ハザードマップの住民へ
の効果的な周知方法
や、先進事例を踏まえた
わかりやすいハザードマッ
プへの改良について検討
を始める。

・先進事例を踏まえた分
かりやすく見やすい防災
ハザードマップ作成につ
いて検討する。

・県管理河川について新
たな洪水ハザードマップ
が策定された場合は、玉
川村防災ガイドブックの
見直しを検討する。

・先進事例を踏まえた分
かりやすく見やすい防災
ハザードマップ作成につ
いて検討する。

ハザードマップの見直しを
検討する。

-

ウ　まるごとまちごとハザー
ドマップの促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間における想定浸水深や
避難場所等に係る看板等の掲示)の取組状
況を共有するとともに、｢まるごとまちごとハ
ザードマップ実施の手引き｣(平成29年6月、
国土交通省水管理・国土保全局河川環境
課水防企画室）等を参考に、取組の推進に
ついて検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・取組み無し

※まるまちハザードマップ
の要件合致地域につい
て検討

・「まるごとまちごとハザー
ドマップ」の取組状況を共
有する。

必要に応じて検討する 必要に応じて検討する。 ・避難場所等に係る看板
等の掲示等の取組状況
を確認する。

・先進事例を踏まえた分
かりやすく見やすい防災
ハザードマップ作成につ
いて検討する。

イ　洪水ハザードマップの
作成・改良と周知

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想
定区域図を踏まえた洪水ハザードマップの
作成・公表の予定を共有する。また、洪水
ハザードマップが作成された場合は、当該
洪水ハザードマップを共有する。

平成29年度から
順次実施

・取組み無し

※阿武隈川、逢瀬川の
浸水想定が整い次第、
水害ハザードマップの作
成に着手予定（H30以
降）

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成、公表の予
定を共有する。

・逢瀬川の想定最大規
模降雨による洪水浸水
想定区域図の作成後、
洪水ハザードマップの作
成に必要な情報を郡山
市へ提供し、公表予定を
共有する。

・振興局HP「県中地方防
災サイト」でリンクを貼り、
周知を図っている。

-

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平
成28年4月、国土交通省水管理・国土保
全局河川環境課水防企画室)等を参考に、
洪水ハザードマップの住民への効果的な周
知方法や、先進事例を踏まえたわかりやす
い洪水ハザードマップへの改良について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・取組み無し

※阿武隈川、逢瀬川の
浸水想定が整い次第、
水害ハザードマップの作
成に着手予定（

・先進事例を踏まえたわ
かりやすい防災ハザード
マップの作成について、
検討する。

・先進事例を踏まえたわ
かりやすい防災ハザード
マップの作成について、
検討する。

・先進事例を踏まえたわ
かりやすい防災ハザード
マップの作成について、
検討する。

想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた、洪水ハザー
ドマップについて作成を
検討する。

・想定最大規模降雨に
係る浸水想定区域図を
踏まえた洪水ハザ－ド
マップについて、情報収
集を行う。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を確認する。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成、公表の予
定を共有する。

- -

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成、公表の予
定を共有する。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成、公表の予
定を共有する。

・他機関のハザードマップ
の作成・公表の予定を確
認する。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた新たな洪水ハ
ザードマップが策定され
た場合は、当該洪水ハ
ザードマップを共有する。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた新たな洪水ハ
ザードマップが策定され
た場合は、当該洪水ハ
ザードマップを共有する。

・想定最大規模降雨に
係る洪水浸水想定区域
図を踏まえた、新たな防
災ハザードマップの作成
について、情報収集を行
う。

-

・先進事例を踏まえたわ
かりやすい防災ハザード
マップの作成について、
検討する。

-

・想定最大規模降雨に
係る浸水想定区域図等
について、情報収集を行
う。

想定最大規模降雨に係
る浸水想定区域図につ
いて、情報収集を行う。

・想定最大規模降雨に
係る浸水想定区域図等
について、情報収集を行
う。

想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
確認する。

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成、公表の予定を
共有する。

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成、公表の予定を
共有する。

情報の共有を図る。 ・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
確認する。

・想定最大規模降雨に
係る浸水想定区域図等
について、情報収集を行
う。

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に
係る洪水浸水想定区域
図等の共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に
係る洪水浸水想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。また、洪水浸水想定区
域図が作成された場合は当該洪水浸水想
定区域図を共有する（なお、共有された洪
水浸水想定区域図については、土地利用
や都市計画の検討等においても広く活用さ
れるよう各構成員において確認する。）。

引き続き実施

・県中建設事務所と逢瀬
川の洪水浸水想定区域
図公表の予定について
情報共有

古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町

-

・逢瀬川の想定最大規
模降雨による洪水浸水
想定区域図を作成し、公
表する。
・大滝根川、釈迦堂川の
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
の作成に着手する。

・建設事務所から情報を
収集する。

・指定河川洪水予報実
施河川の想定最大規模
降雨による洪水浸水想
定区域図の公表に合わ
せて、洪水警報等の見
直しを検討する。それ以
外の河川については、情
報を共有する。

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。

-

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市
福島県

県中地方振興局
気象庁

福島地方気象台具体的取組
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平成２９年度第２回県中方部

〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29年度取組内容

・国と連携し、排水ポンプ
運転訓練を実施

・実施に向け検討する。
・Ｈ29年は東北水防技術
競技大会に出場。

市の防災訓練で各地区
水防団員合同で実施し
た

水防訓練の実施につい
て検討

・関係機関が連携した水
防訓練等の実施につい
て検討する。

・関係機関が連携した水
防訓練等について検討・
調整する。

・関係機関が連携した水
防訓練等について検討・
調整する。

・関係機関が連携した水
防訓練等について検討
する。

関係機関と連携した水
防訓練等に参加する。

・関係機関が連携した水
防訓練等について検討
する。

・県の水防訓練等への参
加を検討する。

関係機関と連携した水
防訓練等を実施。

- -

・関係機関と連携し、
H29.6月に福島県水防
訓練を実施した。 -

・関係機関と連携した情
報伝達訓練への支援を
行う。

・国と連携し、排水ポンプ
運転訓練を実施（再掲）

・水防技術講習会等に
積極的に参加する。

職員が水防技術講習会
への参加について、検討
する。

水防技術講習会への参
加の検討

職員が水防技術講習会
への参加について、検討
する。

・水防技術講習会への
参加について検討する。

・水防技術講習会への
参加について検討する。

・水防技術講習会等に、
積極的に参加する。

水防技術講習会等の参
加について検討する。

・水防技術講習会等へ
の積極的参加。

・水防技術講習会への
参加を検討する。

・水防技術講習会への
参加を検討する。

- -

・県及び市町村職員等を
対象とした水防技術講
習会の実施を検討する。 - -

・水防団との情報伝達訓
練を検討する

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

水防団等への連絡体制
の確認を行う。

水防団等（消防団等）の
連絡体制の確認を行う。

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

水防団等への連絡体制
の確認と首長も参加した
実践的な情報伝達訓練
を検討する。

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

・関係機関への連絡体
制の確認と首長も参加し
た実践的な情報伝達訓
練の定期的な実施を検
討する。

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

- -

・首長も参加した実践的
な情報伝達訓練の定期
的な実施を検討する。

-

・市町村や関係機関等
の要請により、情報提供
等の訓練への支援を実
施する。
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・国が実施する研修、訓
練へ参画し、災害対応の
人材育成を図る。

・県災害対策課主催の
研修会、訓練へ参加し、
災害対応力の強化を図
る。
・内閣府の「防災スペ
シャリスト養成研修」に参
加し、防災対応力の強化
を図った。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

・県防災事務連絡システ
ム、建設事務所との被害
情報の共有のほかに、農
林事務所の被害状況の
把握を行うこととした。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

- - -

- -

洪水浸水想定区域内に
おける排水施設、排水資
機材の配置、運用方法、
洪水時の排水施設等の
管理者間の連絡体制等
に係る情報を共有する。

- -

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。

-

- -

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

- - - - -

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

イ　災害情報の共有体制
の強化

(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体
制を強化するため、共有すべき災害情報や
当該情報の共有方策等について検討・調
整する。

平成29年度から
検討実施

・近隣自治体と災害情報
の共有に努める

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。

災害情報の共有体制に
ついて検討を行う。

・災害情報の共有方策
等の検討を始める。

国が実施する研修、訓
練へ参画し、災害対応の
人材育成を図る。

・国が実施する研修、訓
練へ参加を推進する。

・国が実施する研修・訓
練等へ参画し、災害対
応の人材育成を図る。

・国が実施する研修・訓
練等へ参画し、災害対
応の人材育成を図る。

・研修、訓練へ参画し、
災害対応の人材育成を
図る。

国が実施する研修、訓
練への地方公共団体等
の参画し、災害対応の人
材育成や、自治体間の
相互支援体制の強化を
図る。

・国、県が実施する研
修、訓練へ参加し、災害
対応の人材育成や、自
治体間の相互支援体制
の強化を図る。

④ その他

ア　災害時及び災害復旧
に対する支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公
共団体等の参画など、災害対応にあたる人
材を育成するための方策や、地方公共団
体間の相互支援体制の強化を図るための
方策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・各種講習会等に参加 ・国が実施する訓練等に
参画し、災害対応の人材
育成を図る。

必要に応じて検討する 必要に応じて検討する。 ・気象台は災害時気象
資料及び災害時気象支
援資料を必要に応じて
提供すると共に、これら
の資料の利活用にあた
る人材を育成するための
支援を行う。

国が実施する研修、訓
練へ参画し、災害対応の
人材育成を図る。

- -

- - -

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有する。

・建設事務所から情報を
収集する。

・近隣市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
被害軽減地区の指定に
係る課題等への対応を
検討する。

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有する。

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有する。 - - -

イ　浸水被害軽減地区の
指定

(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される
浸水被害軽減地区の指定にあたり、地区指
定の予定や指定に係る課題等を共有し、連
携して課題への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・浸水被害軽減地区の
指定要件について確認
広域的な地区指定につ
いては今後検討

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有する。

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有する。

-

今後、必要に応じて検討
を進める。

関係機関の情報共有と
連絡体制の確認を行う。

-

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制に係る情報を共有す
る。

洪水浸水想定区域内に
おける排水施設、排水資
機材の配置、運用方法、
洪水時の排水施設等の
管理者間の連絡体制等
に係る情報を共有する。

ア　排水施設、排水資機
材の運用方法の改善及び
排水施設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施
設、排水資機材の配置、運用方法等に係
る情報を共有し、洪水時の排水施設等の管
理者間の連絡体制を構築するとともに、洪
水時に円滑かつ迅速な排水を行うための排
水施設等の運用方法について検討・調整
する。

平成29年度から
検討実施

・出水期前に市内の排水
施設等について確認

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。

-

今後、必要に応じて検討
を進める。

-

・事業所等への支援策に
ついて検討を始める。

必要に応じて検討する ・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。

- -

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実
施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すた
めの支援策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・地域防災計画（水防計
画）への位置付けを確認
後、検討する

- - - - -

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認する。

- - - -

-

ウ　大規模工場等の自衛
水防に係る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模
工場等の立地状況を確認するとともに、市
町村地域防災計画に定められた大規模工
場等の浸水防止計画の作成状況、訓練の
実施状況を確認する。

平成29年度から
検討実施

・大規模規模工場の状
況を確認

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を調査する。

・大規模工場等の立地
状況の確認を始める。

・庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を
確認し、適切に機能を確
保するために必要な対
策について検討・調整す
る。

・防災拠点となる施設の
想定される浸水被害を
確認し、必要な対策につ
いて検討・調整する。

- - -

・市町村庁舎の代替施
設の確認を情報連絡員
による市町村訪問の際に
一部の市町村において
行った。

・村本庁舎等が、災害時
においても適切に機能を
確保するために必要な
対策について検討を始め
る。

・町庁舎等における洪水
時に想定される浸水被
害を確認し、適切に機能
を確保するために必要な
対策について検討・調整
する。

・市町村庁舎等における
洪水時に想定される浸
水被害を確認し、適切に
機能を確保するために必
要な対策(耐水化、非常
用電源等の整備等)につ
いて検討・調整する。

・村庁舎等における洪水
時に想定される浸水被
害を確認し、適切に機能
を確保するために必要な
対策について検討・調整
する。

市町村庁舎等における
洪水時に想定される浸
水被害を確認し、適切に
機能を確保するために必
要な対策について検討・
調整する。

・町庁舎等で想定される
浸水被害を想定し、適切
に機能を確保するため必
要な対策について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

・取組を促すための支援
策を検討する。

必要に応じて検討する

-

- - -

・病院（診療所）等の立
地状況を確認する。

・病院等の立地状況を調
査する。

・洪水浸水想定区域内
における災害拠点病院
等の立地状況を確認し、
施設管理者等に対する
洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・
調整する。

- -

イ　洪水時の市町村庁舎
等の機能確保のための対
策の充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定さ
れる浸水被害を確認し、適切に機能を確保
するために必要な対策(耐水化、非常用電
源等の整備等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災拠点となる施設の
想定される浸水被害を
確認し、必要な対策につ
いて検討・調整する。

・防災拠点となる施設の
想定される浸水被害を
確認し、必要な対策につ
いて検討・調整する。

-

病院等の立地状況を確
認する。

- -

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施
設管理者への情報伝達の
充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠
点病院等の立地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実な情報伝達の
方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域内
における防災拠点病院
等の立地条件を確認し、
情報伝達方法について
検討・調整する。

・病院等の立地状況を調
査する。

・各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を共
有し、水防団間の連携・
協力について検討・調整
する。

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。

- - -

水防団等と関係団体との
連携・協力の確認を行
う。

洪水時の連携・協力につ
いて検討を始める。

・水防団間の連携・協力
体制をさらに強化する方
策を検討する。

・大規模な氾濫に備え、
水防団の分団等の配
置、管轄区域等を確認
し、洪水時の水防団の連
携・協力について検討・
調整する。

・大規模な氾濫に備え、
消防団間の連携・協力に
ついて検討する。

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。

- -

・病院（診療所）等の立
地状況を確認する。

オ　水防団間での連携、
協力に関する検討

(ｲ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効
率的な水防活動が実施できるよう、各水防
団の分団等の配置、管轄区域等を共有し、
洪水時の水防団間の連携・協力について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・水防、消防団の人員維
持に努める

・水防団間の連携・協力
体制をさらに強化する方
策を検討する。

・水防団間の連携・協力
体制をさらに強化する方
策を検討する。

水防に関する広報等を
積極的に行う。

・先進事例を踏まえた広
報の充実について検討・
調整する。

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充
実について検討・調整す
る。

郡山市ウェブサイトにて
防災に関する広報を随
時実施
参考　H29.10～
【動画で手話を学びませ
んか～郡山市手話動画
第6回「防災」～】

・水防に関する広報等を
積極的に行う。

・水防に関する広報等を
積極的に行う。

先進事例を踏まえた効
果的な広報について検
討する。

・先進事例を踏まえた広
報の充実について検討を
始める。

・水防に関する広報等を
積極的に行う。

・水防に関する広報の充
実について、先進事例を
踏まえ検討する。

・水防に関する広報等を
積極的に行う。

エ　水防に関する広報の
充実

(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自
主防災組織、企業等の参画等)に関する広
報の取組状況や取組予定等を共有し、先
進事例を踏まえた広報の充実について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市総合防災訓練におい
て、住民参加により簡易
水防工法訓練等を実施
（H29.8）
・住民参加の水防訓練に
ついて検討する

・住民参加等による実践
的な水防訓練実施を検
討する。

・住民参加等による実践
的な水防訓練実施を検
討する。

住民参加による水防訓
練の実施について検討
する。

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討を始める。

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有する。ま
た、先進事例の情報を入
手し、共有を図る。

・振興局HP「県中地方消
防団応援サイト」や「消防
団協力事業所紹介」で
消防団活動について広
報を行っている。

・H29年9月にお天気フェ
アの広報行事における水
防災に関する防災気象
情報の活用に関するﾊﾟﾝ
ﾌﾚｯﾄ等の配布を実施し
た。
・H29年11月に防災気
象講演会を開催し、広
報活動を実施する。

・水防に関する広報等を
積極的に行う。

-

・実践的な水防訓練の
実施を検討する。

- -

・市町村との連携よる実
践的な水防訓練につい
て検討・調整する。 - -

・実践的な水防訓練の
実施を検討する。

・実践的な水防訓練の
実施を検討する。

・実践的な水防訓練の
実施を検討する。

住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。

・町民等の参加による実
践的な水防訓練につい
て検討・調整する。

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。

-

-

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働
訓練等を実施する。

引き続き実施

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術
講習会を実施する。

引き続き実施

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長
も参加した実践的な情報伝達訓練を実施
する。

引き続き実施

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等に
よる実践的な水防訓練について検討・調整
する。

平成29年度から
検討実施

- - - - - -- - - - - -

イ　水防資機材の整備等

・保有する防災資機材に
ついて、情報共有を行っ
た。

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
洪水時の資材提供等に
ついて情報共有を図っ
た。

- -

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有
し、これを活用した円滑な水防活動につい
て検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- - - -

保有する水防資材の配
置について、関係機関と
情報共有を行った。

・水防資機材の必要数
量を確保し、情報共有を
図る。

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。 - -

・保有する防災資機材に
ついて、情報共有を行っ
た。

・水防資機材の配置につ
いて情報を共有する。

・資機材の必要数量を確
保のため、関係機関と情
報共有を図る。

・保有する水防資機材の
配備について、土木事務
所と合同で確認を実施し
た。

・保有する水防資機材の
配備について、土木事務
所と合同で確認を実施し
た。

・水防計画に基づく資機
材必要数量を確保し、洪
水時の資材提供につい
て情報共有を図った。

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配
置について共有するとともに、水防資機材の
整備や洪水時の相互応援について検討・調
整する。

引き続き実施

・水防資機材の在庫確
認

※構成員間の相互調整
は無し

⑵　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認

(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期
前に重要水防箇所の確認を行うとともに、
現地にて関係者による共同点検等の実施
について検討・調整する。

引き続き実施

・重要水防箇所の合同
点検実施

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び共同点
検を実施。

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び共同点
検を実施。

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び共同点
検を実施。

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び現地に
て関係者による共同点
検等を実施した。

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検を実施する。 - -

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び共同点
検を実施した。

- -

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び共同点
検を実施した。

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び共同点
検を実施した。

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び共同点
検を実施した。

出水期前に重要水防箇
所の確認・点検を行っ
た。

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施をし
た。

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検を実施する。

気象庁
福島地方気象台具体的取組

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市
須賀川地方

広域消防本部
福島県

県中建設事務所
福島県

県中地方振興局



〇課題と取組内容 別紙④
③氾濫水の排水、
施設運用等に関

する事項

項目

ア
洪水時における河
川管理者からの
情報提供等の内
容及び時点

イ
避難勧告等の適
切な時点での発
令

ウ
避難場所・避難経
路

エ
住民等への情報
伝達の体制や方
法

オ
避難誘導体制

カ
河川水位等に係
る情報提供

キ
河川の巡視区間

ク
水防訓練、水防
活動の広報

ケ
水防資機材の整
備、防災拠点施
設の機能確保

コ
排水施設、排水
資機材の操作・運
用

現状

災害発生の恐れ
がある場合は、気
象台長、県中建
設事務所長から
関係市町村長に
気象情報、河川
情報及び土砂災
害警戒情報に係
る情報伝達（ホット
ライン）を実施して
いる。

避難を必要とする
区域を示す洪水
浸水想定区域図
は、主要な河川の
計画規模降雨に
よる区域図となっ
ており、それ以上
の降雨時の避難
すべき区域が明ら
かになっていな
い。

長らく大規模水害
が発生していない
ため、避難勧告等
を発令した経験が
ない市町村が多
い。

長らく大規模水害
が発生していない
ため、住民の防災
意識の低下薄れ
がみられる。

従来の防災行政
無線と広報車等に
よる屋外からの呼
びかけは、屋内に
いる人に伝わらな
いことが多いため、
テレビ、ラジオ等の
放送や携帯電話
への緊急通報な
ど、多様な手段に
よる伝達手段の整
備が進められてい
る。

水位周知や洪水
警報を発表してい
るが、多くの住民
等の防災行動に
つながっていな
い。

避難誘導は、警
察、消防機関、自
主防災組織、水
防団員（消防団
員）と協力して実
施している。

災害発生の恐れ
がある場合は、気
象台長、県中建
設事務所長から
関係市町村長に
気象情報、河川
情報及び土砂災
害警戒情報に係
る情報伝達（ホット
ライン）を実施して
いる。【再掲】

河川水位、雨量
情報等について、
気象台及び県HP
や報道機関を通じ
て情報提供してい
る。

気象台が洪水警
報・大雨（浸水）警
報の危険度分布
及び流域雨量指
数の予測値を提
供している。

出水期前に関係
市町村、水防団
(消防団)及び県で
重要水防区域の
合同点検を実施し
ている。

出水時はもちろん
のこと、定期的に
河川巡視を実施し
ている。

水防活動を担う水
防団(消防団)につ
いて、水防活動に
関する専門的な
知見の習得や情
報を共有する機
会が少ない。

水防団員(消防団
員)が減少・高齢
化している。

大規模工場等に
おいて、自衛水防
の取組が求められ
ている。

関係機関の水防
倉庫に水防資機
材を備蓄してい
る。

市町村庁舎が被
災した場合、防災
拠点施設の代替
施設を指定してい
る。

停電が発生した場
合においても、非
常用発電機により
72時間分の電力
を確保している。

出水期前に排水
樋門の操作点検
を実施している。

大規模水害により
築堤区間が破堤
した場合、想定さ
れる排水量が多
く、現状の施設で
は早期に社会機
能を再開できない
恐れがある。

課題

１－１
ホットラインについ
て、適切な時点で
確実に実施する
必要がある。

１－２
計画規模を超える
降雨による洪水浸
水想定区域を明
らかにする必要が
ある。

２
避難勧告等を適
切な時点で発令
するよう徹底する
必要がある。

３－１
住民が安全、迅
速に避難できるよ
う徹底する必要が
ある。

３－２
新たなハザード
マップの作成や更
新、その活用方法
を住民に伝える必
要がある。

４－１
全ての住民に河
川水位や避難に
関する情報等が
的確に伝わるよう
伝達手段を整備
する必要がある。
また、それが避難
行動につながるよ
う周知徹底する必
要がある。

４－２
危険の切迫度等
がわかりやすく、水
防活動や避難行
動の判断につなが
る情報に工夫が
必要である。

５
災害時の具体的
な避難支援や避
難誘導体制が確
立されていないた
め、特に要配慮者
の迅速な避難を
確保する必要があ
る。

６－１
ホットラインについ
て、適切な時点で
確実に実施する
必要がある。【再
掲】

６－２
気象台及び県が
提供している河川
水位等に係る情
報について、継続
的に広報する必
要がある。

６－３
気象台が洪水警
報・大雨（浸水）警
報の危険度分布
及び流域雨量指
数の予測値につい
て利用促進を図る
必要がある。

７
優先的に水防活
動を実施すべき
箇所について特定
し関係市町村、水
防団(消防団)、県
が共有する必要
がる。

８-１
水防団(消防団)に
対し、水防活動に
関する知見の習
得や情報を共有
する機会の提供
が必要である。

８-２
水防団員(消防団
員)の確保・育成
が必要である。

８-３
大規模工場等の
自衛水防の取組
促進が必要であ
る。

９-１
水防資機材の不
足、劣化状況の確
認、関係機関の備
蓄情報の共有が
必要である。

９-２
防災拠点となる関
係機関の庁舎に
ついて、大規模水
害時においても適
切に機能を確保
する必要がある。

１０
既存の排水施設
や排水系統を考
慮し、排水計画を
検討する必要があ
る。
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イ　災害情報の共有体制の強化
(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を強化するため、共有すべき災害情報や当該情報の共有方策等
について検討・調整する。

ア　排水施設、排水資機材の運用
方法の改善及び排水施設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を共有し、洪水時
の排水施設等の管理者間の連絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ迅速な排水を行うための排水施
設等の運用方法について検討・調整する。

イ　浸水被害軽減地区の指定
(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸水被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の予定や指定に係る
課題等を共有し、連携して課題への対応を検討・調整する。

⑷　その他

ア　災害時及び災害復旧に対する
支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団体等の参画など、災害対応にあたる人材を育成するための方策
や、地方公共団体間の相互支援体制の強化を図るための方策について検討・調整する。

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

エ　水防に関する広報の充実
(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参画等)に関する広報の取組状況や取組予
定等を共有し、先進事例を踏まえた広報の充実について検討・調整する。

オ　水防団間での連携、協力に関
する検討

(ｱ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な水防活動が実施できるよう、各水防団の分団等の配置、管轄
区域等を共有し、洪水時の水防団間の連携・協力について検討・調整する。

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施設管理者
への情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対する洪水時の確
実な情報伝達の方法について検討・調整する。

イ　洪水時の市町村庁舎等の機能
確保のための対策の充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定される浸水被害を確認し、適切に機能を確保するために必要な対策
(耐水化、非常用電源等の整備等)について検討・調整する。

ウ　大規模工場等の自衛水防に係
る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場等の立地状況を確認するとともに、市町村地域防災計画に定め
られた大規模工場等の浸水防止計画の作成状況、訓練の実施状況を確認する。

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検
討・調整する。

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置について共有するとともに、水防資機材の整備や洪水時の相互応
援について検討・調整する。

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、これを活用した円滑な水防活動について検討・調整する。

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施する。

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習会を実施する。

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練を実施する。

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による実践的な水防訓練について検討・調整する。

ウ　避難場所、避難経路の整備
(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を共有するとともに、避難場所、避難経路の整備にあたっては、近
隣工事等の発生土砂を有効活用するなど、事業連携による効率的な整備となるよう検討・調整する。

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑴　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認
(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地にて関係者による共
同点検等の実施について検討・調整する。

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河川監視
用カメラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検討・調整する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで導入が容易なク
ラウド型・メンテナンスフリー水位計。

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・調整する。

イ　河川防災ステーション等の整備
(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情報を共有し、河川管理者が実施する災害復旧だけでなく市町村
等も水防活動を円滑に行える施設となるよう、設置位置及び規模等について検討・調整する。

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援など、小学校等の先生による防災教育の実施を拡大する方策
等に関する取組について検討・調整する。

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施する。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する説明会を実施する。

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に係る洪水
浸水想定区域図等の共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を共有する。また、
洪水浸水想定区域図が作成された場合は当該洪水浸水想定区域図を共有する（なお、共有された洪水浸水
想定区域図については、土地利用や都市計画の検討等においても広く活用されるよう各構成員において確認
する。）。

イ　洪水ハザードマップの作成・改良
と周知

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・公表の予定を共有
する。また、洪水ハザードマップが作成された場合は、当該洪水ハザードマップを共有する。

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成28年4月、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企
画室)等を参考に、洪水ハザードマップの住民への効果的な周知方法や、先進事例を踏まえたわかりやすい洪
水ハザードマップへの改良について検討・調整する。

ウ　まるごとまちごとハザードマップの
促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザードマップ｣(生活空間における想定浸水深や避難場所等に係る看板
等の掲示)の取組状況を共有するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ実施の手引き｣(平成29年6月、国土
交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室）等を参考に、取組の推進について検討・調整する。

エ　住民、関係機関が連携した避難
訓練等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や実施予定を共有するとともに、住民等や多様な関係機関が連携
した避難訓練を検討・調整する。

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向上のための自主防災組織の充実を図る。

キ　洪水警報の危険度分布等の提
供及び気象情報発信時の「警報級
の可能性」や「危険度を色分けした
時系列」等の発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報発信時の情報入手のし易さをサポートする。

ウ　水害危険性（浸水想定及び河
川水位等の情報）の周知

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川について検討・調整するとともに、その進捗状況について確認する。

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイドライン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国土保全局河川環
境課）を参考に、簡易な方法による水害危険性の周知を行う河川及び当該河川における情報提供の方法につ
いて検討・調整するとともに、その進捗状況について確認する。

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を図る。

エ　情報通信技術等を活用した住
民等へ適切かつ確実に情報伝達す
る体制や方法の改善・充実

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣や、河川流域総合情報システム(福島県提供サイト)等、国と県が
有している河川水位やＣＣＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住民等への周知方法について検討・調整する。

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用について促進を図る。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対する洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な伝達体制・方法に
ついて、検討・調整する。

オ　隣接市町村等への広域避難体
制の構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図等の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難経路を検討し、
当該市町村内の避難場所だけで避難者を収容できない場合等は、隣接市町村等における避難場所の設定や
洪水時の連絡体制等について検討・調整する。

カ　要配慮者利用施設等における
避難計画等の作成・訓練に対する
支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域内における要配慮者利用施設の立地状況を確認するとともに、
市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設の避難確保計画の作成状況、訓練の実施状況を確認
する。

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検
討・調整する。また、施設職員だけで対応するのが難しい場合の地域の支援体制について検討・調整する。

①情報伝達、避難計画等に関する事項 ②水防に関する事項

事項

具体的取組

イ　避難勧告等の発令対象区域、
発令判断基準等の確認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村が定めた洪水時
等における避難勧告等の発令対象区域、発令判断基準等の確認を行う。

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令判断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理者及び市町村等そ
の実施主体を時系列で整理する｢水害対応タイムライン｣を作成するとともに、その運用状況を確認する。

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の見直しの予定を共
有し、その進捗状況について確認する。

具体的な取組の柱

主な内容

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

ア　洪水時等における河川管理者
等からの情報提供等の内容及びタ
イミングの確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発令の判断を支援するため、洪水時等に気象台や河川管理者等
から市町村に提供する気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内容及び提供するタイミングを確認す
る。

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの構築状況を確認
する。

平成２９年度第２回県中方部

水災害対策協議会 資料２－２



 
 

 

 

県中方部の減災に係る取組方針に基づく 

主な｢取組内容｣及び｢スケジュール｣について 

（平成 29～33年度） 
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県中方部水災害対策協議会 

 

 

 

平成２９年度第２回県中方部 
水災害対策協議会 参考資料（別記）  
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●ソフト対策 
 

 

 

 県管理河川では、避難の判断基準となる河川の水位を河川流域総合システムや独自の水

位計で情報提供しているところですが、一部の市町村では水位計が設置されておらず、避

難の判断ができない状況にあります。 

 このため、今後、水位計の無い市町村に順次「簡易水位計（※）」を設置し、避難判断基準の

策定を支援します。 

 なお、下記の河川管理者の水位計新設（案）を関係市町村と協議し、設置河川や設置場所等

を決定します。 

 また、下記以外の市町村から水位計の増設の要望があった場合にも、対応について検討し

ます。 

 

県管理河川に水位計が無い市町村一覧表 

 

※簡易水位計：国土交通省で開発を進めている危機管理型水位計など、洪水時の水位観 

測に特化した低コストな水位計 

 

 

 

 

阿武隈川 玉城橋水位

鈴川 ○ ● 人家密集地域

釈迦堂川 ○ 国道２９４号 西川水位

竜田川

第二竜田川

後藤川

鶴沼川

赤石川

北須川 ○ 平田村中心地

平田川

県中

県中平田村

天栄村

備考
（近傍水位計）

鏡石町

水位計新設
（案）

浸水想定
区域公表済

浸水影響市町村名 関係河川管内

県中

水位計の無い市町村を解消していきます。 



2 

 

 
 

 

現指定の水位周知河川に加えて、関係市町村と協議しながら、新たに水位周知河川への指

定を促進します。 

また、必要に応じて、水害危険性周知河川（※）への指定促進についても、関係市町村と協

議しながら実施します。 

※水害危険性周知河川：法指定はしないが、水位周知河川に準じて水位や浸水被害実績の 

周知を行う河川。 

 

 【水位周知河川への追加指定を検討する対象河川】 

   笹原川（H30出水期前に追加指定予定）、谷田川、藤田川、滑川、桜川、牧野川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水位周知河川の指定促進を行います。 
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 判断の目安となる水位が設定されていない河川について、順次、新たに避難判断水位・氾濫

危険水位（以下、｢基準水位｣という。）を設定し、避難情報発令基準の策定を支援します。 

また、水位周知河川について、新たな基準に基づき水位の見直しを行います。 

 なお、基準水位を設定することにより「避難勧告等の目安」が設定されますので、新た

な基準水位の設定については、関係市町村と協議しながら実施します。 

 

避難判断水位・氾濫危険水位の新規設定・見直しスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例
●：
◎：
▲：

逢瀬川 県中 郡山市 阿武隈川 ●
市町村協議

谷田川 県中 郡山市 阿武隈川 ▲ 新設定 市町村協議
H32～水位周知河
川追加検討

藤田川 県中 郡山市 阿武隈川 ▲ 新設定
H33～水位周知河
川追加検討

南　川 県中 郡山市 阿武隈川 ○ 水位計無し

笹原川 県中 郡山市 阿武隈川 ◎ 新設定 市町村協議
H29～水位周知河
川追加検討

大滝根川 県中 郡山市・田村市（船引・常葉） 阿武隈川 ●
見直し 市町村協議

新水位によるホットライン

滑　川 県中 須賀川市 阿武隈川 ▲
水位周知可能河
川

釈迦堂川 県中 須賀川市・鏡石町 阿武隈川 ●
見直し 市町村協議

新水位によるホットライン

初瀬川 県中 須賀川市 阿武隈川 ○ 水位計無し

鈴川 県中 鏡石町 阿武隈川 ○ 水位計無し

社　川 県中・県南 玉川・浅川・石川・白河・棚倉 阿武隈川 ●
見直し 市町村協議

新水位によるホットライン

今出川 県中 石川町 阿武隈川 ●
市町村協議

北須川 県中 石川町 阿武隈川 ○ 水位計無し

泉郷川 県中 玉川村 阿武隈川 ○ 水位計無し

桜　川 県中 郡山市・三春町 阿武隈川 ▲
水位周知可能河
川

八島川 県中 三春町 阿武隈川 ○ 水位計無し

御祭川 県中 三春町 阿武隈川 ○ 水位計無し

右支夏井川 県中 小野町 二級 ●
見直し 市町村協議

新水位によるホットライン

梵天川 県中 田村市（滝根町） 二級 ○ 水位計無し

牧野川 県中 田村市（船引町・大越町） 阿武隈川 ▲
水位周知可能河
川

阿武隈川 県中・県南
白河市・西郷・中島・矢吹・玉
川・鏡石・石川 阿武隈川 ●

見直し 市町村協議
新水位によるホットライン

その
他

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

第
３
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

水位の見直し・設定

ホットライン運用開始

河川名 管内 市町村名 圏域

河川区分

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

洪水
予報
河川

水位
周知
河川

既指定
H29～設定
H30～設定 ▲：水位設定可能河川

Ｈ３３

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

備考
Ｈ３４以降

避難判断水位・氾濫危険水位の新規設定・見直しを行います。 
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 水害対応タイムライン（※）の作成を進めます。 

 なお、タイムラインの作成主体となる市町村と連携しながら、各種技術的支援を実施します。 

 

水害対応タイムラインの作成スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※水害対応タイムライン：洪水時の河川氾濫の発生を前提に、河川管理者、市町村等が連携 

して、洪水時の状況を予め想定し共有したうえで、｢いつ｣、｢誰が｣、 

｢何をするか｣に着目して、防災行動とその実施主体を時系列で整 

理する防災行動計画。 

 

 

 

 

 

 

水害対応タイムラインの作成を進めます。 

凡例

逢瀬川 県中 郡山市 阿武隈川 ●
作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

谷田川 県中 郡山市 阿武隈川 H32
作成

公表

藤田川 県中 郡山市 阿武隈川 H33

南　川 県中 郡山市 阿武隈川 ○

笹原川 県中 郡山市 阿武隈川 ○
作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

大滝根川 県中 郡山市・田村市（船引・常葉） 阿武隈川 ●
作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

滑　川 県中 須賀川市 阿武隈川 ○

釈迦堂川 県中 須賀川市・鏡石町 阿武隈川 ●
作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

初瀬川 県中 須賀川市 阿武隈川 ○

鈴川 県中 鏡石町 阿武隈川 ○

社　川 県中・県南 玉川・浅川・石川・白河・棚倉 阿武隈川 ●
作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

今出川 県中 石川町 阿武隈川 ●
作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

北須川 県中 石川町 阿武隈川 ○

泉郷川 県中 玉川村 阿武隈川 ○

桜　川 県中 郡山市・三春町 阿武隈川 ○

八島川 県中 三春町 阿武隈川 ○

御祭川 県中 三春町 阿武隈川 ○

右支夏井川 県中 小野町 二級 ●
作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

梵天川 県中 田村市（滝根町） 二級 ○

牧野川 県中 田村市（船引町・大越町） 阿武隈川 ○

阿武隈川 県中・県南
白河市・西郷・中島・矢吹・玉
川・鏡石・石川 阿武隈川 ●

作成

公表

関係機関の拡大、継続的改善・見直し

市町村（・福島県）

市町村（・関係機関）

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

備考
Ｈ３４以降

試行版作成、住民協議

タイムライン運用、見直し

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

洪水
予報
河川

水位
周知
河川

その
他

Ｈ２９ Ｈ３０

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

河川名 管内 市町村名 圏域

河川区分 水害対応タイムライン

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３
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 氾濫シミュレーションの条件となる計画降雨について、従来の河川改修計画規模から想

定最大規模に変更し、既存の洪水浸水想定区域の見直しを行います。 

なお、洪水浸水想定区域を見直すことにより「市町村ハザードマップ」の見直しも必要にな

りますので、関係市町村と協議しながら実施します。 

 

洪水浸水想定区域の見直しスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水浸水想定区域の見直しを行います。 

凡例

逢瀬川 県中 郡山市 阿武隈川 ● 公表

谷田川 県中 郡山市 阿武隈川 ○

藤田川 県中 郡山市 阿武隈川 ○

南　川 県中 郡山市 阿武隈川 ○

笹原川 県中 郡山市 阿武隈川 ○

大滝根川 県中 郡山市・田村市（船引・常葉） 阿武隈川 ● 公表

滑　川 県中 須賀川市 阿武隈川 ○

釈迦堂川 県中 須賀川市・鏡石町 阿武隈川 ● 公表

初瀬川 県中 須賀川市 阿武隈川 ○

鈴川 県中 鏡石町 阿武隈川 ○

社　川 県中・県南 玉川・浅川・石川・白河・棚倉 阿武隈川 ● 公表

今出川 県中 石川町 阿武隈川 ● 公表

北須川 県中 石川町 阿武隈川 ○

泉郷川 県中 玉川村 阿武隈川 ○

桜　川 県中 郡山市・三春町 阿武隈川 ○

八島川 県中 三春町 阿武隈川 ○

御祭川 県中 三春町 阿武隈川 ○

右支夏井川 県中 小野町 二級 ● 公表

梵天川 県中 田村市（滝根町） 二級 ○

牧野川 県中 田村市（船引町・大越町） 阿武隈川 ○

阿武隈川 県中・県南
白河市・西郷・中島・矢吹・玉
川・鏡石・石川 阿武隈川 ● 公表

河川名 管内 市町村名

Ｈ２９

その
他

河川区分

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

洪水
予報
河川

水位
周知
河川

圏域 第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

Ｈ３０ Ｈ３１

備考第
１
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

第
１
四
半
期

第
３
四
半
期

Ｈ３３

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

浸水想定区域図作成期間

ハザードマップ作成等期間

第
４
四
半
期

Ｈ３２

福島県

市町村

Ｈ３４以降
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 平成２９年６月の水防法改正により、要配慮者利用施設の避難確保計画の作成・避難訓練

の実施が義務づけられたことから、その作成等に向けた技術的支援を行います。 

 なお、要配慮者利用施設については、市町村の地域防災計画に記載する必要があることか

ら、記載方法等についても支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成等を支援します。 
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●ハード対策 
 

 

 

 今後も、洪水氾濫を未然に防ぐ対策として、下記の河川整備を推進します。 

 また、その他河川の堆砂除去・伐木・除草についても、引き続き実施します。 

 

今後５箇年における河川整備の実施予定 

 

今後も引き続き、河川整備を推進します。 

右支夏井川
（小野町）

小野町市街地の用地補償を進め、稲荷橋～小野町役場前間の橋梁掛け替え（小野橋）や築堤工を実
施していく予定です。

逢瀬川
（郡山市）

逢瀬橋～咲田橋下流までの、橋梁掛け替え（大窪橋）や築堤護岸工を実施していく予定です。

桜川
（郡山市）

阿武隈川合流点最下流の用地補償を実施していく予定です。

滑川
（須賀川市）

県道須賀川二本松線付近の橋梁掛け替え（滑川橋）や用地補償を実施していく予定です。

今出川・北須川
（石川町）

今出川は今須橋～通学橋間の河川測量設計、北須川は石川自動車学校付近の築堤工を実施する予
定です。

大滝根川
（田村市）

阿久津橋～大橋の護岸工を実施していく予定です。

谷田川
（郡山市）

黒石川合流部上流の用地補償を実施していく予定です。


